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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該当なし

３ 組織及び業務調べ

課 名 係(担当)名 課 の 主 な 所 掌 事 務

地域福祉支援課 総務企画担当 (１)福祉のまちづくりの推進に関すること

(２)民生委員及び児童委員に関すること

(３)社会福祉統計に関すること

指導支援担当 (１)社会福祉施設及び児童福祉施設の指導監査に関すること

(２)介護保険に関すること

(３)社会福祉施設及び児童福祉施設の許認可に関すること

保護担当 (１)生活保護に関すること

(２)生活保護法に基づく医療機関の指定に関すること

(３)行旅病人及び行旅死亡人に関すること

母子高齢者担当 (１)母子及び寡婦の福祉に関すること

(２)児童及び老人の福祉に関すること

(３)助産施設における助産の実施及び母子生活支援施設におけ

る保護に関すること

障がい者支援課 障がい者支援担当 (１)身体障がい者及び知的知的障がい者の福祉に関すること

(２)障がい者福祉に係る連絡調整に関すること

(３)農福連携の推進に関すること

心と女性の相談担当 (１)要保護女子及び配偶者からの暴力の被害者の保護に係る相

談に関すること

(２)ＤＶ等の心の健康相談に関すること

(３)婦人相談所に関すること

精神保健担当 (１)精神保健及び精神障がい者の福祉に関すること

(２)ひきこもり等の心の健康相談に関すること

(３)アルコール依存症等の対応に関すること

健康支援課 医薬・疾病対策担当 (１)医療法及び薬事法の施行に関すること

(２)麻薬、向精神薬、覚せい剤及び毒劇物の指導及び取締り

に関すること

(３)感染症の予防・相談に関すること

健康長寿支援担当 (１)健康増進対策・在宅医療介護連携の推進に関すること

(２)がん対策に関すること

(３)生活習慣病の対策に関すること

(４)栄養の改善及び指導に関すること

(５)歯科保健に関すること
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４ 職員の定員、現員調べ

（平成２９年４月１日現在）
事務職員 技術職員 現業職員 計

種 別 備 考
区 分 当 該 28.4.1 当 該 28.4.1 当 該 28.4.1 当 該 28.4.1

年 度 現 在 年 度 現 在 年 度 現 在 年 度 現 在

定 員 ２３ ２４ １５ １５ ０ ０ ３８ ３９

（０） （０） （０） （０） （０） （０） （０） （０）
現 員 ２３ ２５ １４ １４ ０ ０ ３７ ３９

過不足(△) ０ １ △１ △１ ０ ０ △１ ０

臨 時 職 員 － － １ － － － １ － ・保健師採用予定臨時職員

・就労支援専門員１

非常勤職員 １０ １０ ３ ３ － － １３ １３ ・母子自立支援員１

・母子寡婦福祉資金償還協力員１

・農福連携推進コーディネーター１

・事務非常勤６

・嘱託医師３

注 育児休業、休職中の職員についても現員に含め、その人数を上段に（ ）書きしている。

５ 役付職員の調べ

（平成２９年７月１日現在）

職 名 氏 名 在職期間 備 考

年 月 兼務 中部福祉事務所長、中部身体障害者更生相談所長、
福祉保健局長 (兼) 金 涌 孝 則 ２ ３

中部知的障害者更生相談所長、婦人相談所次長

兼務 中部福祉事務所参事、倉吉保健所参事
副 局 長 (兼) 小 濱 洋 明 ２ ３

中部地域振興局参事

兼務 倉吉保健所長、中部身体障害者更生相談所参事、
副 局 長 (兼) 吉 田 良 平 ９ １１

中部総合事務所生活環境局副局長

地域福祉支援課課長補佐 (兼) 山 田 英 明 ２ ３ 兼務 中部福祉事務所課長補佐、倉吉保健所課長補佐

〃 課長補佐 (兼) 中 村 進 ４ ３ 兼務 中部福祉事務所課長補佐

兼務 中部福祉事務所参事、倉吉保健所参事、中部身体障害者更生
障がい者支援課 課長 (兼) 小 林 誠 １ ３

相談所参事、中部知的障害者更生相所参事、婦人相談所参事

兼務 中部福祉事務所課長補佐、倉吉保健所課長補佐、中部身体
〃 課長補佐 (兼) 澤 田 祐 一 ２ ３

障害者更生相談所課長補佐、中部知的障害者更生相所課長

補佐 （４年３月）

兼務 中部福祉事務所課長補佐、倉吉保健所課長補佐、中部身体障害者更生
〃 課長補佐 (兼) 荒 砂 みどり － ３

相談所課長補佐、中部知的障害者更生相所課長補佐、婦人相談所課長補佐

（２年３月）

兼務 中部福祉事務所課長補佐、倉吉保健所課長補佐、中部身体障害者更生
〃 課長補佐 (兼) 小 泉 浩 二 １ ３

相談所課長補佐、中部知的障害者更生相所課長補佐、婦人相談所課長補佐

健康支援課 課長 (兼) 米 原 祐 子 － ３ 兼務 倉吉保健所参事、福祉保健部参事

〃 課長補佐 (兼) 西 本 裕 美 １ ３ 兼務 倉吉保健所課長補佐

〃 課長補佐 (兼) 坂 口 千 代 １ ３ 兼務 倉吉保健所課長補佐

〃 課長補佐 (兼) 谷 口 和 子 － ３ 兼務 倉吉保健所課長補佐
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６ 主な事業に関する調べ 

                                                                              （単位：千円） 

事   業   名 決算(見込)額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

福祉施設に対する適正な指導監査の実施   － 

 

  －   －   － 

将来ビジョン    ― 

政 策 項 目    ― 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況  

（ア）目 的 

  管内における介護保険施設、障害福祉施設、児童福祉施設等に対し指導監査を実施することにより各制度の適正 

 かつ健全な運営を確保することを目的とする。 

 

（イ）事業の実施状況（平成２８年度） 

 介護保険施設等 障害福祉施設等 児童福祉施設等 

対象施設の選

定方針 

・開設法人ごと概ね最低３

年に１回 

・新規開設事業所、前回指

摘事項が多い等理由のある

事業所 

実地指導 

・原則３年に１回（障害者

支援施設は２年に１回） 

・新規開設事業所、前回指

摘事項が多い等理由のある

事業所 

実地監査 

・公立（保育所､幼保連携

型認定こども園､児童館）

１回／３年 

・私立（保育所､幼保連携

型認定 こども園､児童

館）１回／２年 

・市町（児童福祉行政実施

機関）１回／１年 

・書面監査 実地対象以外

の施設 

平成２８年度

重点指導事項 

・基準に沿った介護報酬の

算定・請求の実施 

・人員基準の遵守 

・介護計画等の説明、同意、

交付 

・虐待や身体拘束の防止の

ための取組状況 

・利用者の安全確保のため

の非常災害対策の確認 

・会計処理 

・虐待防止に係る取組み状

況 

・防火・防災対策 

・支援計画・アセスメント 

・サービスの自己評価 

・支援の記録 

・自立支援給付費の適性な

請求 

・災害等非常時に備えた対

応 

・食物アレルギー等への対

応 

・調理、調乳における衛生

管理 

・運営費の使途（簿外経理

の有無） 

・経理規程に則した会計処

理 

指導監査実施

施設数 

実地指導 ７７施設 

 ※指導を行った施設７２

施設 

実地指導３２施設 

 ※指導を行った施設２０

施設 

実地監査３３施設、５市

町 

書面監査３３施設 

※指導を行った施設 

３８施設 

主な指導事項 ・居宅・通所・訪問サービ

ス計画等を適切に作成する

こと。 

・サービス提供等の記録を

適正に行うこと。 

・従業員の定数、サービス

提供の記録 

・非常災害対策・給付費の

算定及び取扱い 

 

・不審者対応等の計画・

訓練を実施すること(保

育所=9件、幼保連携型認

定こども園=3件) 
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・従業者の配置、職種を明

確にすること。 

・会計の区分等適正に行う

こと。 

・居宅サービス計画に基づ

いたサービスを提供するこ

と。 

・食物アレルギーの食材

、医師の指示書について

。（保育所=9件、幼保連

携型認定こども園=8件） 

・職員等の自己評価と公

表を行うこと。（保育所

=8件、幼保連携型認定こ

ども園=2件） 

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

① 保険者である市町担当者も実地指導に同行し、ケアプランや報酬請求等について保険者の立場で 

確認を行うなど、市町と連携した指導監査を実施した。 

② 当局が独自に構築した指導監査データベースにより、過去から直近までの個々の施設運営の特性や 

傾向を把握し、事業者指導を行った。 

③ 必要に応じて福祉監査指導課法人指導担当職員による経理関係の確認を行い、当局職員は施設運営

や利用者の処遇関係について重点的に点検を行うようにした。 

 

ウ 成 果 

 ○上記①に対する成果 

  市町と連携した指導監査により、利用者の心身の状況に沿ったプランの作成や支援の点検を行うこ 

とができた。 

また、報酬請求の確認によって請求誤り等について適切に指導することができた。 

 ○上記②に対する成果 

  過去複数年に亘る指導内容を把握の上で監査に臨むことで、効果的かつ一貫性のある指導を行うこ 

とができた。 

 ○上記③に対する成果 

  施設運営関係と経理関係を分けることで、より細部まで確認・指導することができた。 

 ○その他の成果 

  平成２８年１０月鳥取県中部地震により、中部管内各地で土砂崩れが発生したことから通所介護事業

所、指定障害福祉サービス事業所の集団指導において、施設長や管理職員に対して「風水害・土砂災

害」について講義し、各施設職員への自然災害防止に対する意識啓発や訓練の実施を周知した。 

 

エ 課 題 

  平成２９年度の指導監査においては、施設職員に対して「風水害・土砂災害」などの自然災害に対す

る防災訓練についての訓練実施状況及び訓練内容を重点的に点検することが必要。 
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６ 主な事業に関する調べ 

                                                                          （単位：千円） 

農福連携推進事業 決算(見込)額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源  

 － － －  －  

将来ビジョン 
Ⅰひらく 
(３)就業を希望する人が県内で「いきいきと働ける就業環境」を整備 

政 策 項 目 
Ⅲ暮らしに安心 
３.バリアフリー社会の実現 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 
 ・障がい者の新たな就労の場として農業分野（水産業等も含む）への就労を促進する。 

（イ） 事業の実施状況 

  ・福祉保健局に農福連携推進コーディネーターを配置し、障がい者事業所と農業者等との作業受委託を

円滑に進めるためマッチング支援を行った。 

  ・自らの事業として農業（自主農業）に取り組む福祉事業所に対して農協や農業改良普及所と協力・ 

連携し、栽培管理や出荷手法等についてアドバイスを行った。 

 

 ＜マッチング実績の推移＞ 

区   分 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

マッチング

件数 

新規 ３４ ３２ １１ ２１ １６ １４ １１ 

継続 －   ２  ４ １１  ７ １３ １３ 

直接契約件数 －   ２  ８ １１ ３０ ２９ ４４ 

計 ３４ ３６ ２３ ４３ ５３ ５６ ６８ 

作業委託した農業者数 １０ １３ １５ １９ ２４ ３５ ３０ 

作業受託した事業所数  ７  ５  ６  ７  ９ ９ １５ 

 （注）マッチング件数・直接契約の件数は契約件数を示したもの。農業者及び事業所の中には 

    複数者と契約した者もあるためその数と契約件数は一致しない。Ｈ28は第３四半期まで。 

 

＜自主農業への支援＞ 

 ・自主農業による栽培作物の病害や生育不良に対する助言を行い、必要に応じて農業改良普及所等と 

   連携して課題解決のための検討を行った。（Ａ事業所で収益増により経営改善した。） 

 ・通年的な農作業の確保と施設の効率利用のため、休閑期の栽培品目の提案や栽培技術の助言等を農業

   改良普及所等と連携して行った。（ハウスを利用した休閑期での白葱栽培など） 

 

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  ・ニーズの高い施設内への持ち込みが可能な受託作業（大豆選別、らっきょう根切り）について新た 

 に取り組む障がい者事業所の掘り起こしを行った。 

  ・自主農業に取り組む事業者に対して、作物の生育状況等についての相談に対応するとともに、休閑 

 期の栽培品目の提案や栽培技術の助言等に取り組んだ。 

  ・新たに農業参入した企業を訪問して障がい者の就労機会の意向を確認、障がい者事業所の施設外 

   就労とのマッチングに取り組むとともに、障がい者が働きやすい職場環境についてのアドバイスを 

 行った。（ＦＧＯファーム、ＮＸＴファームなど） 

 

ウ 成 果 

 ・直接契約を含めて受託契約件数は増えており、障がい者の就労機会の拡大に繋がった。特に 

 水産品の加工作業が直接契約として定着した。（海藻加工） 

 ・自主農業で生育不良などの問題を抱えていた事業者について、農業改良普及所との連携により
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 適切な指導支援を行ったことにより、作物の生育状況に改善がみられ、自主農業の改善に繋が

 った。 

 ・企業による農業参入によって農作業の委託側が多様化したことにより、今後の作業工賃の向上

 も見込まれる。 

 

エ 課 題 

 ・中部圏域には就労系の障がい者事業所が少なく、この中でも農作業に対応できる事業所は限 

 られており、受託側が不足する状況となっている。 

 ・障がい者事業所は農業への知識、技能が不十分であり、特に営農の経験の浅い障がい者事業 

所に対する助言、指導が必要である。  

 ・農業外の業種において好条件での作業依頼が増加しており、事業所では条件比較により農業 

 外作業へ移行していく傾向が見られるようになっている。 
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６ 主な事業に関する調べ 

                                                                          （単位：千円） 

ＤＶ被害者支援事業 決算(見込)額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源  

 － － －  －  

将来ビジョン 
Ⅴ支え合う  
（３－３－１）ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）や児童虐待がなくなり、
また、ひとり親家庭が自立して生活できるような社会の実現 

政 策 項 目  

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

   ＤＶ被害者支援を適切に行うとともに、普及啓発や関係機関の連携強化・職員の資質

向上により、ＤＶ防止と被害者支援の充実を図る。 
 

（イ） 事業の実施状況 

  ＜相談支援＞ 

  ・２４時間体制（休日夜間オンコール）でＤＶ被害者からの相談に応じるとともに、緊急時に 

   おいて安全確保のための一時保護を行っている。 

    ＤＶ相談件数（延数・年度） 

  区分 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28  

  県内  659 712 775 811 1001 996 934 863 923 696 

＊中部 98 119 111 87 81 76 94 111 98 119 

            

   ＤＶ一時保護件数(年度） 

  区分 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28  

  県内 66  83  66  75  68  58  63  38  31  21  

＊中部 10  16  10  14  13  13  13  5  6  4  

 

  ＜普及啓発・人材育成＞  

・内閣府が定める「女性に対する暴力をなくす運動」期間（１１月１２日～２５日）に

合わせ、ＤＶ防止等に係る意識啓発と相談窓口等の周知を図るため、市町、母子生活

支援施設、警察など関係機関と協力して、街頭啓発活動及びパネル展示を実施した。 

・関係機関の担当職員ネットワーク会議（事例検討ほか）、研修会を開催した。（４回）  

・ＤＶ予防啓発支援員を研修講師として派遣し、高等学校・専門学校の生徒を対象に  

デートＤＶ予防学習を実施（４回） 

・ＤＶ予防啓発支援員の資質向上を図るためのフォローアップ研修を開催した。（１回） 

 

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  ・ＤＶ被害者支援の関係者を対象とした研修会においては、ＤＶ被害当事者による講義

や座談会形式によるディスカッションを新たに取り入れるなど、内容を充実させた。 

  ・新たに、鳥取短期大学・鳥取看護大学でデートＤＶ予防学習を実施していただくよう、

働きかけを行った。 

   

ウ 成 果 

  ・ネットワーク会議において、ＤＶ対応について事例の紹介・検討をすることで具体的な対応

の仕方等について学習できた。 

 ・平成２９年度、初めて鳥取短期大学・鳥取看護大学においてデートＤＶ予防学習を実施する運

びとなった。（鳥取看護大学：２９年７月予定、鳥取短期大学：日程調整中） 
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エ 課 題 

 ・デートＤＶ予防学習の実施後に行ったアンケートでは、既に被害に遭っているとの回

答もあり、中学校での予防教育の実施に向けて検討が必要である。 
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６ 主な事業に関する調べ 

                                                                           （単位：千円） 

中部地区がん検診受診率向上推進事業  決算(見込)額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源  

 １，００１ ２４６  ７５５ 

将来ビジョン Ⅴ支えあう（４）「あんしん医療体制」構築と「健康づくり文化」の創造 

政 策 項 目 ９ がん対策の総合的な推進 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 
 ・がん検診受診率の向上（職域検診含む）＜各がん検診、対前年度の１割増＞ 
 ・がんになった方への支援の充実 

（イ） 事業の実施状況 

 項  目  内  容  

県民への検診啓発  
・中部地区オリジナルポスター・チラシ・啓発物の作成 
・啓発キャンペーン・出張がん予防教室の実施 
・がん検診啓発シンポジウム（厚生病院公開講座と協働） 

検 診 を 受 け や す い
体制づくり  

・かかりつけ医からの受診勧奨の推進 
・各市町の実施する検診体制の検討 

受診勧奨強化  
・未受診者に焦点を当てた取り組みの推進 
・未受診者に特化した受診勧奨方法の検討 
・職域への取り組みの強化 

受 動 喫 煙 防 止 対 策
の強化  

・鳥取県健康づくり応援施設の認定推進 
・世界禁煙デー啓発キャンペーンの実施 

患者支援の充実  
・がん患者に対するウィッグ等の購入費助成 
・がん先進医療費利子補給 

連絡会議等の開催  
・医師・住民・検診関係機関等の意見交換 
・市町との具体的取り組みの意見交換 

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 
 ・「中部はひとつ」を合い言葉に、推進会議及び課長会議（実務者会議）により情報・ 

意見交換を進め、中部が一体となった取り組みを継続した。 
・がん検診推進に加え、患者への支援の充実を強化した。 

ウ 成 果 
・全がんで受診率が向上した。 

  平成28年度受診率見込（H29.3月末時点） 

 H27 H28見込  H27 H28見込 

胃がん 23.9% 24.7% 乳がん 16.0% 17.4% 

肺がん 29.5% 30.1% 子宮がん 24.0% 25.0% 

大腸がん 29.4% 29.7% 
 ・がん検診推進パートナー企業の認定推進、企業との連携した活動、がん診療連携拠点病院

との連携等、広域的な対策に拡大してきた。 
 ・がん患者に対する補整具購入費助成事業について多くの利用があった。 
    平成２８年度利用状況：２８件（ウィッグ：２４件、補正下着：４件）  

エ 課 題 
 ・がん検診受診率は年々増えているが前年度の 1 割増に届かず全国的な受診率５０％には程

遠い状況。継続した取り組みが必要である。 

 ・がんになった方への支援は、がん診療拠点病院等と連携を図り継続支援が必要である。 
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６ 主な事業に関する調べ 

                                                                          （単位：千円） 

事   業   名 決算(見込)額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

感染症対策推進事業 １１９ ５９  ６０ 

将来ビジョン Ⅴ 支えあう（４）「あんしん医療体制」構築と「健康づくり文化」の創造 

政 策 項 目 １０健康危機に対応する拠点機能の整備 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 
   県内又は中部圏域において、県民の社会生活に重大な影響を及ぼすことが予想される新型インフルエンザやエボラ出血熱等が

発生した場合、患者を感染症指定医療機関へ移送し、蔓延防止を図り、住民生活への被害を最小限に抑えると共に、適切な医療
が提供できるよう医療体制等の整備を行う。 

  

（イ）事業の実施状況 

 項  目 内  容 

新型インフルエンザ等へ
の対応に係る体制整備及
び対応訓練 

・健康政策課主催のエボラ出血熱患者移送訓練への参加（12月5日） 
・局内及び生活環境局職員対象に防護服の着脱訓練及び陰圧テント設置訓練

等実施（7月5日、7日） 

医療機関との連携強化及
び医療機関従事者等の資
質向上 

・医療機関職員を対象に研修会及び会議を開催 
日時 内容 人数 

12月1日 感染制御地域支援ネットワーク会議 35人 

2月7日 感染制御地域支援ネットワーク研修 55人 
 

 

＜その他感染症等への対応＞ 

感染症予防に関す
る衛生教育 

・福祉施設職員等を対象に研修会を開催 

日時 内容 人数 

6月 8日 ダニ・蚊媒介感染症等について 193人 

12月 6日 インフルエンザについて 42人 

12月15日 感染性胃腸炎等について 90人 

 

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 
・平成１４年頃から感染症患者移送訓練等を継続実施しており、平成２８年度は、局内のみならず、生活環境局職
員も訓練に参加し、実働訓練を行った。訓練前の打ち合わせや訓練後の課題・改善点の整理等、関係機関と意見
交換した。また、マニュアル等の運用にあたっては、新たな知見も入れながら、次年度の訓練等に活用できるよ
う課題・対応策を整理した。 

 

ウ 成 果 
 ・関係機関（第１種感染症指定医療機関等）と協力し対応訓練を行うことで、感染症発生時の役割分担、連携方法

等を共通認識することができた。 
 ・感染制御地域支援ネットワーク会議において、関係機関が一同に各種マニュアルを確認することで、県内感染期

の医療機関の患者受け入れ体制の一部に未整備な個所が判明する等、課題が明確になり、次年度の対策に生かす
ことができた。 

 

エ 課 題 
・新型インフルエンザの県内感染期における患者の状態に応じた入院病床利用調整方法が一部未整備な個所がある
ため、関係医療機関と具体的な調整方法を整理する。 

・各種マニュアルが最新の医学的知見に対応するよう、引き続き各種マニュアルの確認、随時見直しを行う。 

・新興・再興感染症（エボラ出血熱等）、麻しん、デング熱等輸入感染症等発生時に迅速に対応できるよう、職員

対応能力の維持向上に向けた訓練等を継続実施する。 
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７　収入証紙取扱額調べ　

目 節 細節 種別

准看護師の免許 15 5,600

准看護師免許証の書換え交付 5 3,400

准看護師免許証の再交付 1 4,100

診療所の開設許可 1 18,000

診療所の検査 1 22,000

23

薬局開設の許可 2 29,000

薬局開設の許可の更新 9 11,000

医薬品販売の許可 2 29,000

医薬品販売の許可の更新 7 11,000

医薬品販売業等の許可証書換 8 2,000

医薬品製造販売承認申請 420 90

医薬品製造販売許可更新 2 4,000

薬局医薬品製造許可 1 11,000

薬局医薬品製造許可更新 2 5,600

薬局医薬品製造販売業申請 1 7,400

高度管理医療機器等販売・賃貸許可 3 29,000

高度管理医療機器更新手数料 13 11,000

医療機器、体外診断用医薬品製造業の登録申請 1 36,000

管理医療機器の製造販売許可 1 131,600

再生医療等製品の販売業の許可 1 29,000

配置販売身分証明 7 7,100

配置販売身分書換 3 2,000

毒劇物販売登録 3 14,700

毒劇物販売登録更新 18 6,400

毒劇物販売登録書換 1 2,400

毒劇物取扱責任者試験 11 10,500

麻薬卸売免許 1 14,600

その他麻薬免許 140 3,900

大麻取扱者免許 1 6,700

登録販売者受験手数料 58 14,000

登録販売者登録手数料 13 7,100

登録販売者登録書換 1 2,000

730

衛生事業許可等
手数料

（子育て応援課分）
受胎調節指定証 4,000

0

0

栄養士免許 11 5,600

栄養士免許証の書換え交付 9 3,200

栄養士免許証の再交付 1 3,600

21

774

774

774

49,700

6,000

92,300

2,000

14,600

546,000

6,700

812,000

143,000

77,000

16,000

7,400

8,000

18,000

17,000

4,100

収　　　入　　　科　　　目
単　価（円） 証紙はりつけ額（円） 備　　　考件数

58,000

58,000

84,000

22,000

医療政策課分　小計 145,100

99,000

0

0

医療指導課分　小計 2,616,500

計　（細節）

合　　計

衛生
手数料

0

61,600

3,600

2,855,600

94,000

2,855,600

28,800

計　（節） 2,855,600

衛生
手数料

衛生事業許可等
手数料

（医療政策課分）

計　（細節）

目　　計

子育て応援課分　小計

栄養士免許等
手数料

(健康政策課分)

11,000

87,000

44,100

115,500

36,000

131,600

29,000

（平成２９年３月３１日現在）

11,200

37,800

115,200

2,400
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８
　

収
入

事
務

処
理

状
況

調
べ

　
（
１

）
　

分
担

金
及

び
負

担
金

：
該

当
な

し

　
（
２

）
　

使
用

料
：
該

当
な

し

　
（
３

）
　

手
数

料

目
節

細
節

衛
生

手
数

料
衛

生
試

験
検

査
手

数
料

5
6

3
6
,4

0
0

3
6
,4

0
0

0
0

鳥
取

県
保

健
所

条
例

衛
生

手
数

料
衛

生
事

業
許

可
等

手
数

料
1

1
8
,0

0
0

1
8
,0

0
0

0
0

鳥
取

県
手

数
料

条
例

２
５

イ

衛
生

手
数

料
栄

養
士

免
許

等
手

数
料

1
3
,2

0
0

3
,2

0
0

0
0

鳥
取

県
手

数
料

条
例

６
８

5
8

5
7
,6

0
0

5
7
,6

0
0

0
0

5
8

5
7
,6

0
0

5
7
,6

0
0

0
0

5
8

5
7
,6

0
0

5
7
,6

0
0

0
0

　
（
４

）
　

財
産

収
入

：
該

当
な

し

　
（
５

）
　

諸
収

入

 

　
（
一

般
会

計
）

（
単

位
：
円

）

目
節

細
節

コ
ピ

ー
代

7
1
7
0

1
7
0

中
部

総
合

事
務

所
納

税
証

明
書

等
の

コ
ピ

ー
に

か
か

る
処

理
要

領

普
通

旅
費

の
一

部
返

納
1

1
,4

0
0

1
,4

0
0

職
員

の
旅

行
等

に
関

す
る

条
例

生
活

保
護

徴
収

金
及

び
返

還
金

（
返

還
金

）
3
7
9

3
,0

6
8
,9

9
1

9
3
4
,6

0
7

1
9
5
,0

0
0

1
,9

3
9
,3

8
4

生
活

保
護

法
６

３
条

生
活

保
護

徴
収

金
及

び
返

還
金

（
徴

収
金

）
4
5
6

4
,7

2
2
,4

5
9

1
0
1
,0

0
0

3
6
2
,7

9
1

4
,2

5
8
,6

6
8

生
活

保
護

法
７

８
条

生
活

保
護

医
療

扶
助

審
査

報
酬

町
負

担
3

2
0
3
,5

5
0

0
0

2
0
3
,5

5
0

湯
梨

浜
町

、
北

栄
町

、
琴

浦
町

と
の

協
定

書

8
4
6

7
,9

9
6
,5

7
0

1
,0

3
7
,1

7
7

5
5
7
,7

9
1

6
,4

0
1
,6

0
2

8
4
6

7
,9

9
6
,5

7
0

1
,0

3
7
,1

7
7

5
5
7
,7

9
1

6
,4

0
1
,6

0
2

雑
　

　
入

雑
　

　
入

備
　

　
考

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
調

定
金

額
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等

目
　

　
計

合
　

　
計

不
納

欠
損

額
収

入
未

済
額

根
拠

法
令

名
等

備
　

　
考

手
数

料

計
（
節

）

目
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

計

（
平

成
 ２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

（
単

位
：
円

）

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
調

定
金

額
収

入
済

額
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（
母

子
父

子
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
事

業
特

別
会

計
）

（
単

位
：
円

）

目
節

細
節

母
子

福
祉

資
金

貸
付

金
元

利
収

入
2
,9

5
5

2
0
,5

7
8
,4

3
7

1
4
,1

0
7
,8

1
4

0
6
,4

7
0
,6

2
3

母
子

及
び

父
子

並
び

に
寡

婦
福

祉
法

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
元

利
収

入
1
6
8

1
,7

7
9
,3

7
2

1
,1

2
6
,8

0
2

0
6
5
2
,5

7
0

〃

3
,1

2
3

2
2
,3

5
7
,8

0
9

1
5
,2

3
4
,6

1
6

0
7
,1

2
3
,1

9
3

目
　

　
計

3
,1

2
3

2
2
,3

5
7
,8

0
9

1
5
,2

3
4
,6

1
6

0
7
,1

2
3
,1

9
3

母
子

福
祉

資
金

貸
付

金
雑

入
2
5

1
7
0
,9

3
2

1
,4

5
0

0
1
6
9
,4

8
2

母
子

及
び

父
子

並
び

に
寡

婦
福

祉
法

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
雑

入
0

0
0

0
0

〃

2
5

1
7
0
,9

3
2

1
,4

5
0

0
1
6
9
,4

8
2

2
5

1
7
0
,9

3
2

1
,4

5
0

0
1
6
9
,4

8
2

3
,1

4
8

2
2
,5

2
8
,7

4
1

1
5
,2

3
6
,0

6
6

0
7
,2

9
2
,6

7
5

　
（
６

）
　

現
金

の
取

扱
状

況

　
　

　
ア

　
現

金
取

扱
状

況

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
単

位
：
円

）
（
単

位
：
円

）

5
7
,6

0
0

2
4
件

1
7
0

7
件

5
8
,0

0
0

1
3
件

7
4
8
,7

3
5

1
1
4
件

8
6
4
,5

0
5

1
5
8
件

　
　

　
イ

　
つ

り
銭

の
状

況

　
　

　
　

　
該

当
な

し

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

調
定

金
額

収
入

済
額

不
納

欠
損

額
収

入
未

済
額

根
拠

法
令

名
等

備
　

　
考

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
元

利
収

入

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
元

利
収

入

計
（
節

）
　

　

雑
　

　
入

雑
　

　
入

計
（
節

）
　

　

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数

合
　

　
　

　
　

計

収
入

科
目

（
節

）
収

　
入

　
済

　
額

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
元

利
収

入
(母

子
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

元
利

収
入

)

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

備
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
考

雑
入

（
一

般
会

計
）

生
活

保
護

費
返

還
金

雑
入

（
一

般
会

計
）

コ
ピ

ー
代

衛
生

手
数

料
文

書
手

数
料

、
検

査
手

数
料

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
元

利
収

入

目
　

　
計

合
　

　
計
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９
　

収
入

未
済

額
調

べ

　
（
一

般
会

計
）

目
節

細
節

2
5
年

度
以

前
2
6
年

度
2
7
年

度

保
護

費
返

還
金

徴
収

金
及

び
返

還
金

（
返

還
金

）
2
,1

3
6
,1

2
4

2
1
9
,1

4
0

1
9
5
,0

0
0

1
,7

2
1
,9

8
4

1
,2

8
8
,5

1
8

2
0
0
,4

0
0

2
3
3
,0

6
6

9
3
2
,8

6
7

7
1
5
,4

6
7

2
1
7
,4

0
0

1
,9

3
9
,3

8
4

生
活

困
窮

の
た

め

保
護

費
返

還
金

徴
収

金
及

び
返

還
金

（
徴

収
金

）
4
,1

2
8
,4

5
9

5
1
,0

0
0

3
6
2
,7

9
1

3
,7

1
4
,6

6
8

2
,8

1
0
,3

1
6

4
7
4
,0

0
0

4
3
0
,3

5
2

5
9
4
,0

0
0

5
0
,0

0
0

5
4
4
,0

0
0

4
,2

5
8
,6

6
8

生
活

困
窮

の
た

め

生
活

保
護

医
療

扶
助

審
査

報
酬

町
負

担
0

2
0
3
,5

5
0

0
2
0
3
,5

5
0

2
0
3
,5

5
0

収
入

年
月

日
平

成
2
9
年

4
月

2
0
日

(湯
梨

浜
)

平
成

2
9
年

4
月

2
0
日

(琴
浦

）
平

成
2
9
年

4
月

2
0
日

（
北

栄
）

6
,2

6
4
,5

8
3

2
7
0
,1

4
0

5
5
7
,7

9
1

5
,4

3
6
,6

5
2

4
,0

9
8
,8

3
4

6
7
4
,4

0
0

6
6
3
,4

1
8

1
,7

3
0
,4

1
7

7
6
5
,4

6
7

9
6
4
,9

5
0

6
,4

0
1
,6

0
2

合
　

　
計

6
,2

6
4
,5

8
3

2
7
0
,1

4
0

5
5
7
,7

9
1

5
,4

3
6
,6

5
2

4
,0

9
8
,8

3
4

6
7
4
,4

0
0

6
6
3
,4

1
8

1
,7

3
0
,4

1
7

7
6
5
,4

6
7

9
6
4
,9

5
0

6
,4

0
1
,6

0
2

（
母

子
父

子
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
事

業
特

別
会

計
）

目
節

細
節

2
5
年

度
以

前
2
6
年

度
2
7
年

度

母
子

福
祉

資
金

貸
付

金
元

利
収

入
5
,6

5
8
,6

1
7

1
,3

8
1
,3

3
0

0
4
,2

7
7
,2

8
7

2
,9

5
8
,6

4
2

6
0
5
,1

2
3

7
1
3
,5

2
2

1
4
,9

1
9
,8

2
0

1
2
,7

2
6
,4

8
4

2
,1

9
3
,3

3
6

6
,4

7
0
,6

2
3

生
活

困
窮

の
た

め

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
元

利
収

入
5
1
4
,2

0
0

1
6
0
,0

0
0

0
3
5
4
,2

0
0

8
0
,6

0
0

1
1
0
,4

0
0

1
6
3
,2

0
0

1
,2

6
5
,1

7
2

9
6
6
,8

0
2

2
9
8
,3

7
0

6
5
2
,5

7
0

　
　

　
　

〃

6
,1

7
2
,8

1
7

1
,5

4
1
,3

3
0

0
4
,6

3
1
,4

8
7

3
,0

3
9
,2

4
2

7
1
5
,5

2
3

8
7
6
,7

2
2

1
6
,1

8
4
,9

9
2

1
3
,6

9
3
,2

8
6

2
,4

9
1
,7

0
6

7
,1

2
3
,1

9
3

6
,1

7
2
,8

1
7

1
,5

4
1
,3

3
0

0
4
,6

3
1
,4

8
7

3
,0

3
9
,2

4
2

7
1
5
,5

2
3

8
7
6
,7

2
2

1
6
,1

8
4
,9

9
2

1
3
,6

9
3
,2

8
6

2
,4

9
1
,7

0
6

7
,1

2
3
,1

9
3

雑
入

雑
入

母
子

福
祉

資
金

貸
付

金
雑

入
1
7
0
,9

3
2

1
,4

5
0

0
1
6
9
,4

8
2

1
6
8
,0

1
2

1
,4

7
0

0
0

0
0

1
6
9
,4

8
2

生
活

困
窮

の
た

め

1
7
0
,9

3
2

1
,4

5
0

0
1
6
9
,4

8
2

1
6
8
,0

1
2

1
,4

7
0

0
0

0
0

1
6
9
,4

8
2

6
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4
3
,7

4
9

1
,5
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2
,7

8
0

0
4
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0
0
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6
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1
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9
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7
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１
０

　
未

収
金

回
収

促
進

の
た

め
の

取
組

状
況

調
べ

区
分

相
手

方
実

人
数

回
収

委
託

現
年

度
分

Ａ
人 1
1

人 0

Ｂ
4

0

Ｃ
1
3

0

Ｄ
8

3

過
年

度
分

Ａ
1

0

Ｂ
3

0

Ｃ
1
0

0

Ｄ
4

3

Ｅ
2

0

※
実

人
数

は
、

現
年

度
分

、
過

年
度

分
と

重
複

し
て

い
る

。

収
入

科
目

及
び

金
額

目
節

細
　

　
　

節
　

（
又

　
は

　
種

　
別

）
収

入
未

済
額

（
円

）

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
元

利
収

入
母

子
父

子
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

元
利

収
入

母
子

福
祉

資
金

貸
付

金
元

利
収

入
7
,2

9
2
,6

7
5
円

債
権

管
理

事
務

取
扱

要
領

の
作

成
の

有
無

　
　

　
　

　
・
  
作

成
済

　
（
Ｈ

２
６

年
３

月
改

正
）
　

　
　

　
　

　
　

　
・
　

未
作

成

（
未

作
成

の
場

合
、

そ
の

理
由

）

　
　

　
　

　
　

　
　

債
権

分
類

の
実

施
（
未

納
者

の
分

類
を

行
っ

て
い

る
か

）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
要

領
等

で
分

類
の

区
分

、
考

え
方

を
定

め
た

部
分

の
写

し
を

添
付

す
る

こ
と

。
）

　
　

　
　

　
・
  
実

施
済

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
・
　

未
実

施

（
未

実
施

の
場

合
、

そ
の

理
由

）

相
手

方
の

状
況

督
促

状
発

行
催

　
　

告
臨

戸
訪

問
分

納
件

数

・
滞

納
期

間
が

３
ヶ

月
未

満
で

あ
り

、
概

ね
自

発
的

・
定

期
的

に
納

入
が

あ
る

。
・
口

座
振

替
不

能
や

、
納

付
忘

れ
。

人 1
1

・
文

書
・
電

話

人 4
人 1

・
定

期
的

に
電

話
や

訪
問

に
よ

り
督

促
し

な
い

と
納

付
し

な
い

。
4

・
文

書
・
電

話
0

3

・
生

活
状

況
が

苦
し

く
、

分
納

、
又

は
遅

れ
な

が
ら

納
付

を
し

て
い

る
。

1
3

・
文

書
・
電

話
6

8

・
電

話
や

訪
問

に
よ

り
督

促
を

行
う

が
、

納
付

意
識

が
薄

い
。

・
折

衝
困

難
。

8
・
文

書
・
電

話
5

1

・
自

発
的

・
定

期
的

に
納

入
が

あ
る

。
・
文

書
・
電

話
0

1

・
定

期
的

に
電

話
や

訪
問

に
よ

り
督

促
し

な
い

と
納

付
し

な
い

。
・
文

書
・
電

話
1

3

・
生

活
状

況
が

苦
し

く
、

分
納

、
又

は
遅

れ
な

が
ら

納
付

を
し

て
い

る
。

・
文

書
・
電

話
3

7

・
電

話
や

訪
問

に
よ

り
督

促
を

行
う

が
、

納
付

意
識

が
薄

い
。

・
折

衝
困

難
。

・
文

書
・
電

話
2

1

・
借

主
死

亡
、

連
帯

保
証

人
生

活
保

護
受

給
者

。
・
借

主
、

保
証

人
と

も
に

高
齢

で
あ

り
、

収
入

が
な

い
状

態
。

・
文

書
・
電

話
0

0

（
上

記
以

外
の

取
組

）
　

  
・
１

ヶ
月

滞
納

と
な

っ
た

場
合

に
も

、
生

活
状

況
の

把
握

、
償

還
指

導
を

行
っ

て
い

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
  
・
連

帯
保

証
人

へ
の

連
絡

。
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
・
定

期
的

に
償

還
会

議
を

行
い

、
個

々
に

応
じ

た
対

応
を

検
討

し
て

い
る

。

（
取

組
の

効
果

）
　

・
過

年
度

分
に

つ
い

て
、

未
収

金
の

回
収

率
が

上
が

っ
た

。
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
・
今

ま
で

連
絡

の
な

か
っ

た
滞

納
者

が
、

定
期

的
に

納
付

す
る

よ
う

に
な

っ
た

。
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区
分

相
手

方
実

人
数

回
収

委
託

現
年

度
分

Ａ
4

人 0

Ｂ
3

0

Ｃ
0

0

Ｄ
4

0

過
年

度
分

Ａ
4

0

Ｂ
7

0

Ｃ
2

0

Ｄ
6

0

※
実

人
数

は
、

現
年

度
分

、
過

年
度

分
と

重
複

し
て

い
る

。

収
入

科
目

及
び

金
額

目
節

細
　

　
　

節
　

（
又

　
は

　
種

　
別

）
収

入
未

済
額

（
円

）

雑
入

雑
入

生
活

保
護

返
還

金
及

び
徴

収
金

6
,4

0
1
,6

0
2
円

債
権

管
理

事
務

取
扱

要
領

の
作

成
の

有
無

　
　

　
　

　
・
  
作

成
済

　
（
Ｈ

２
６

年
３

月
改

正
）
　

　
　

　
　

　
　

　
・
　

未
作

成

（
未

作
成

の
場

合
、

そ
の

理
由

）

（
未

実
施

の
場

合
、

そ
の

理
由

）
　

　
　

　
　

　
　

　
債

権
分

類
の

実
施

（
未

納
者

の
分

類
を

行
っ

て
い

る
か

）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
要

領
等

で
分

類
の

区
分

、
考

え
方

を
定

め
た

部
分

の
写

し
を

添
付

す
る

こ
と

。
）

　
　

　
　

　
・
  
実

施
済

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
・
　

未
実

施

相
手

方
の

状
況

督
促

状
発

行
催

　
　

告
臨

戸
訪

問
分

納
件

数

・
不

定
期

で
あ

る
が

納
入

が
有

り
、

徴
収

が
見

込
ま

れ
る

。
3

・
文

書
・
電

話
2

3

・
主

死
亡

、
行

方
不

明
等

で
徴

収
す

る
こ

と
が

非
常

に
困

難
又

は
不

可
能

。
4

・
文

書
・
電

話
4

2

・
定

期
的

な
納

入
が

有
り

、
徴

収
が

概
ね

可
能

。
4

・
文

書
・
電

話

1
4

・
不

定
期

で
あ

る
が

納
入

が
有

り
、

徴
収

が
見

込
ま

れ
る

。
・
文

書
・
電

話
5

7

・
徴

収
決

定
に

不
満

又
は

納
入

意
志

な
し

等
で

徴
収

す
る

こ
と

が
困

難
。

0
・
文

書
・
電

話
0

0

（
取

組
の

効
果

）
　

　
・
過

年
度

分
の

返
還

の
一

部
が

履
行

さ
れ

た
。

　
　

・
収

入
の

速
や

か
な

届
出

の
意

識
が

高
ま

っ
た

。
　 　

　
　

　
（
参

考
）
（
過

年
度

分
債

権
回

収
額

】
　

　
　

　
　

　
・
議

会
報

告
の

債
権

回
収

計
画

　
　

　
　

　
　

　
　

（
目

標
）
　

３
０

０
，

０
０

０
円

　
　

　
　

　
　

　
　

（
実

績
）
　

２
７

０
，

１
４

０
円

・
主

死
亡

、
行

方
不

明
等

で
徴

収
す

る
こ

と
が

非
常

に
困

難
又

は
不

可
能

。
・
文

書
・
電

話
2

・
定

期
的

な
納

入
が

有
り

、
徴

収
が

概
ね

可
能

。
・
文

書
・
電

話
1

4 5

（
上

記
以

外
の

取
組

）
　

　
・
保

護
費

や
年

金
受

給
直

後
の

督
促

な
ど

工
夫

し
て

対
応

す
る

。
　

　
・
年

金
の

遡
及

受
給

や
土

地
建

物
の

売
買

等
に

よ
る

返
還

金
等

に
つ

い
て

は
、

速
や

か
に

被
保

護
者

本
人

と
連

絡
調

整
を

行
う

な
ど

早
期

の
債

権
回

収
に

努
め

る
。

　
　

・
早

期
の

債
権

回
収

が
で

き
な

か
っ

た
事

案
に

つ
い

て
は

、
履

行
誓

約
書

（
確

約
書

）
を

徴
取

す
る

と
と

も
に

、
支

払
い

能
力

に
応

じ
た

分
割

納
付

計
画

の
作

成
指

導
を

行
う

。
　

　
・
新

た
な

滞
納

者
の

発
生

防
止

と
し

て
、

保
護

の
開

始
時

及
び

少
な

く
と

も
年

１
回

、
被

保
護

者
に

対
し

適
正

な
収

入
申

告
を

行
う

よ
う

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

を
用

い
て

届
出

義
務

の
徹

底
を

図
っ

た
。

　
　

・
ま

た
、

毎
年

1
回

、
年

金
調

査
、

課
税

調
査

を
実

施
し

て
い

る
。

・
徴

収
決

定
に

不
満

又
は

納
入

意
志

な
し

等
で

徴
収

す
る

こ
と

が
困

難
。

・
文

書
・
電

話
2

2
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母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
滞
納
者
　
格
付
表

H
2
7
.5

格
付

大
区
分

細
区
分

基
本
対
応

A
初
期
滞
納
者

定
期
的
納
入
者

①
新
規
滞
納
者
の
う
ち
滞
納
期
間
が
３
ヶ
月
未
満
の
も
の

②
概
ね
自
発
的
・
定
期
的
に
納
入
が
あ
る
も
の

①
新
規
滞
納
に
つ
い
て
は
、
発
生
初
期
に
償
還
指
導
。

②
毎
月
納
入
状
況
を
確
認
。

B
要
注
意
滞
納
者

定
期
的
に
電
話
督
促
、
集
金
訪
問
等
を
行
わ
な
い
と
納
入
が
滞
る
も
の
・
毎
月
訪
問
集
金
、
電
話
等
に
よ
る
督
促
を
実
施
。

・
納
入
が
な
か
っ
た
こ
と
が
分
か
り
次
第
、
随
時
督
促
。
次
回
納
入
予
定
日
の
確
認
。

C
要
指
導
強
化
滞
納
者
①
生
活
状
況
や
収
入
が
不
安
定
で
、
随
時
確
認
を
取
り
生
活
状
況
の
確

認
、
償
還
督
促
を
行
う
必
要
が
あ
る
も
の

②
定
期
納
入
が
あ
る
が
、
小
額
で
滞
納
解
消
の
目
処
が
た
た
な
い
も
の

①
毎
月
及
び
随
時
に
電
話
督
促
、
訪
問
等
に
よ
り
生
活
状
況
を
確
認
。

②
毎
月
生
活
状
況
等
を
確
認
。
可
能
な
ら
分
納
額
増
額
等
を
要
請
。

D
処
遇
困
難
滞
納
者

面
接
拒
否
や
行
方
不
明
等
で
債
務
者
と
の
折
衝
が
困
難
だ
っ
た
り
、
全

員
に
納
入
意
思
が
な
い
等
に
よ
り
、
今
後
の
償
還
の
見
込
み
が
立
た
な

い
も
の

・
債
務
者
へ
の
所
定
の
折
衝
、
市
町
村
等
へ
の
住
所
照
会
等
、
定
期
的
か
つ
可
能
な

範
囲
で
償
還
督
促
を
行
う
こ
と
に
よ
り
督
促
を
継
続
。

E
不
能
欠
損
対
象

①
時
候
要
因
の
発
生
か
ら
1
0
年
が
経
過
し
、
今
後
も
納
入
の
見
込
み
が

立
た
ず
、
時
効
援
用
が
申
し
立
て
ら
れ
る
可
能
性
の
あ
る
も
の

②
債
務
者
の
す
べ
て
が
、
免
責
等
に
よ
り
債
務
が
消
滅
し
た
も
の

①
定
期
的
に
債
務
者
等
の
状
況
を
確
認
。

②
不
能
欠
損
協
議
。
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（１）生活保護費返還金、徴収金 滞納者の区分け 

区分 考え方 

Ａ 定期的な徴収

が概ね可能な

者 

（生活保護世帯） 

・適切な金銭管理が出来る場合。 

（非生活保護世帯） 

・収入が安定している場合。 

Ｂ 徴収が見込ま

れる者 

（生活保護世帯） 

・月の支出によっては、支払いが困難になることもあるが、不定

期でも徴収が可能な場合。 

（非生活保護世帯） 

・収入は不安定であるが、不定期でも徴収が可能な場合。 

Ｃ 徴収すること

が困難な者 

（生活保護世帯） 

・徴収決定に対しての不満があり、納入意思がない場合。 

・適切な金銭管理が困難な場合。 

・他の負債を抱えている場合。 

（非生活保護世帯） 

・徴収決定に対しての不満があり、納入意思がない場合。 

・失業している場合。 

・収入が不安定で他の負債を抱えている場合。 

Ｄ 徴収すること

が非常に困難

な者又は不可

能な者 

（生活保護世帯） 

・徴収決定に対しての不服があり、納入理解が全くない場合。 

・他の負債を抱えている場合。 

（非生活保護世帯） 

・徴収決定に対しての不服があり、納入理解が全くない場合。 

・失業している場合。 

・収入が不安定で多額・複数の負債を抱えている場合。 
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１１　不納欠損額調べ
（平成２９年３月３１日現在）

目 節 細節

保護費返還金及び
徴収金（返還金）

保護費返還金及び
徴収金（返還金）

１２　負担金、交付金及び委託料支出状況調べ

　（１）負担金

予算科目
（目）

予算令達額 負担金の名称 支  出  先 負担率 支出年月日 支出金額

支出の根拠
法令

名等（規約、
要綱

等を含む）

備 考

身体障がい者福祉費
(支出額が１０万円未
満のもの）

7,000 7,000

文書ID16-
00069928

目  　計 7,000 7,000

知的障がい者福祉費
(支出額が１０万円未
満のもの）

8,000 8,000

文書ID16-
00064629

目  　計 8,000 8,000

保健所費
(支出額が１０万円未
満のもの）

45,000 45,000

文書ID16-
00030561

目  　計 45,000 45,000

合  　計 60,000 60,000

487,157 消滅時効が成立したため

雑入 雑入

（単位：円）

不 納 欠 損 額 不納欠損の理由

（平成２９年３月３１日現在）

（単位：円）

70,634 相続放棄のため

目　　計

合　　計

557,791

557,791

収　入　科　目
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（２）補助金
    　予算科目   （児童福祉総務費）　      
  　　①　国　補　分　：　該当なし
  　　②　単　県　分

30,204,900 概算払 H28.9.2 9,046,000 文書ＩＤ
16-

(補助率： 1/2 ) H28.6.30 00167488
（平成14年度） (H28.7.28)

15,091,000 H29.3.14 計 9,046,000

2,806,650 概算払 H28.9.2 839,000

(補助率： 1/2 ) H28.6.22
(H28.7.28)

1,401,000 H29.3.14 計 839,000

10,261,350 概算払 H28.9.2 3,074,000

(補助率： 1/2 ) H28.6.30
(H28.7.28)

5,128,000 H29.3.14 計 3,074,000

8,895,150 概算払 H28.9.2 2,570,000
(H28.6.30)

(補助率： 1/2 ) H29.1.20
(H28.7.28)

4,443,000 H29.3.14 計 2,570,000

7,989,300 概算払 H28.9.2 2,392,000

(補助率： 1/2 ) H28.6.27
(H28.7.28)

3,992,000 H29.3.14 計 2,392,000

26,854,740 概算払 H28.10.4 8,682,000 文書ＩＤ
16-

(補助率： 1/2 ) H28.7.19 00167485
（平成12年度） (H28.8.26)

13,426,000 H29.3.14 計 8,682,000

2,673,000 概算払 H28.10.4 863,000

(補助率： 1/2 ) H28.7.13
(H28.8.26)

1,336,000 H29.3.14 計 863,000

11,583,000 概算払 H28.10.4 3,744,000

(補助率： 1/2 ) H28.7.19
(H28.8.26)

5,791,000 H29.3.14 計 3,744,000

21,989,880 概算払 H28.10.4 7,109,000

(補助率： 1/2 ) H28.7.19
(H28.8.26)

10,994,000 H29.3.14 計 7,109,000

20,867,220 概算払 H28.10.4 6,746,000

(補助率： 1/2 ) H28.7.15
(H28.8.26)

10,433,000 H29.3.14 計 6,746,000

424,000 文書ＩＤ
16-

(補助率： 1/2 ) H28.6.8 00041043
（昭和48年度）

212,000 H28.6.16 計 0

54,000 文書ＩＤ
16-

(補助率： 1/2 ) H28.6.30 00054931

27,000 H28.7.13 計 0

114,073,630 概算払 H28.10.7 36,122,000 文書ＩＤ
16-

(補助率： 1/2 ) H28.7.29 00167490
（H28.9.1)

57,036,000 H29.3.14 計 36,122,000
－ －

53,935,224 概算払 H28.10.7 17,977,000
－ －

(補助率： 1/2 ) H28.7.29

26,966,000 H28.9.1 計 17,977,000
－ －

45,861,610 概算払 H28.10.7 14,522,000
－ －

(補助率： 1/2 ) H28.7.22
（H28.9.1)

22,930,000 H29.3.14 計 14,522,000

（平成２９年３月３１日現在）
（単位：円）

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考
検  　 査
年 月 日

 実施計画承認又は内
示年月日

着手年月日

交付申請
年 月 日

完了年月日
支出年月

日
金　　　　　額

審査・実地
調査年月日

－

－ －

－

 事　業　の　内　容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年月日

概算払
精算払
の別

補助金等の名称
（補助金の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費

－

鳥取県低年齢児受入施設保
育士等特別配置事業費補助
金 倉吉市

１歳児に対し、担当する保育
士等の加配を行う市町村に
対する補助金

一
部

－

三朝町
一
部

－ －

湯梨浜町
一
部

－ －

－ －

琴浦町
一
部

－ －

－ －

北栄町
一
部

－ －

－ －

－

保育サービス多様化促進事
業費補助金

倉吉市
一
部

障がい児保育、乳児保育を
実施する市町村に対する補
助金

三朝町
一
部

－

－

－

湯梨浜町
一
部

－

－ －

琴浦町
一
部

－

倉吉市
一
部

－ －

－

北栄町
一
部

－

－

－

－

－

災害遺児について手当を支
給する市町村に対する補助
金 北栄町

一
部

－ －

－

鳥取県災害遺児手当支給事
業費補助金

湯梨浜町
一
部

同一世帯の第３子以降の児
童に係る保育料を無償とする
市町村に対する補助金

琴浦町
一
部

倉吉市
一
部

鳥取県保育料無償化等子育
て支援事業費補助金

－ －

－

（平成27年度創設、平成28年
度名称改正）
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（２）補助金
    　予算科目   （児童福祉総務費）　      
  　　①　国　補　分　：　該当なし
  　　②　単　県　分 （平成２９年３月３１日現在）

（単位：円）

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考
検  　 査
年 月 日

 実施計画承認又は内
示年月日

着手年月日

交付申請
年 月 日

完了年月日
支出年月

日
金　　　　　額

審査・実地
調査年月日

 事　業　の　内　容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年月日

概算払
精算払
の別

補助金等の名称
（補助金の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費

35,998,590 概算払 H28.10.7 10,865,000
（H28.7.29)

(補助率： 1/2 ) H29.1.18
（H28.9.1)

17,999,000 H29.3.14 計 10,865,000

倉吉市福庭８５
270,000 H28.7.14 文書ＩＤ

学校法人 概算払 H28.5.13 180,000 16-
藤田学院 (補助率：単価制) H28.4.22 精算払 H28.7.21 90,000 00054447

（平成17度）
270,000 H28.4.27 H28.7.8 H28.7.14 計 270,000

倉吉市上灘町
４１－１ 450,000 H28.9.27 文書ＩＤ

概算払 H28.6.3 360,000 16-
社会福祉法人 (補助率：単価制) H28.5.17 精算払 H28.10.7 90,000 00087688
うわなだ福祉会

450,000 H28.5.19 H28.9.20 H28.9.27 計 450,000
倉吉市東町３４

450,000 文書ＩＤ
社会福祉法人 概算払 H28.12.2 360,000 16-

愛児園 (補助率：単価制) H28.8.22 00072704

450,000 H28.8.30 計 360,000
倉吉市山根５５

630,000 H28.11.4 文書ＩＤ
社会福祉法人 概算払 H28.6.10 540,000 16-

敬仁会 (補助率：単価制) H28.5.31 精算払 H28.11.15 90,000 00104781

630,000 H28.6.1 H28.10.31 H28.11.4 計 630,000

720,000 文書ＩＤ
概算払 H29.1.17 450,000 16-

(補助率：単価制) H28.11.30 00120511

720,000 H28.12.6 計 450,000

540,000 H28.9.5 文書ＩＤ
概算払 H28.6.14 540,000 16-

(補助率：単価制) H28.5.25 00077572

540,000 H28.5.31 H28.8.31 H28.9.5 計 540,000
倉吉市上井

７８１－１ 180,000 H28.8.3 文書ＩＤ
概算払 H28.6.10 180,000 16-

社会福祉法人 (補助率：単価制) H28.5.30 00063743
倉吉東福祉会

180,000 H28.6.1 H28.7.21 H28.8.3 計 180,000

単　県  分  計 127,431,000

    　予算科目   （生活習慣病予防対策費）　      
  　　①　国　補　分　：　該当なし
  　　②　単　県　分

ｳｨｯｸﾞ24件
660,000 補正下着4件

H28.4.18 精算払 H28.5.18 509,000 文書ＩＤ
外 外27件 16-

（平成28年度） H28.4.28 00012409
外 計 509,000 外

単　県  分  計 509,000

（３）交付金

補助対象経費
　支 出 の 状 況

備　 考
検  　 査
年 月 日 概算払

精算払
の別 事　業　の　内　容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年月日

審査・実地
調査年月日

間
 

接
 交　付　先

補助金等の名称
（補助金の創設年度）

交付申請
年 月 日

完了年月日

－

（平成２９年３月３１日現在）
（単位：円）

支出年月
日

金　　　　　額

額の確定
年 月 日

着手年月日
 実施計画承認又は内

示年月日

北栄町
一
部

－ －

－ －

鳥取県産休等代替職員費補
助金

－ －

－ －

－ －

児童福祉施設等の職員が、
出産または傷病のため長期
休暇を必要とする場合、代替
職員を臨時的に任用する経
費に対する補助金

－

－ －

－ －

－ －

－ －

北栄町

－ －

－ －

倉吉市

－ －

－ －

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更のあるものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記載する場合の（　）書きは補助金相当額である。

　　　該当なし

－ －

－ －

－ －

－ －

鳥取県がん対策加速事業
医療用ウィッグ（かつら）・補
整下着購入経費補助金 ー

(補助率：上限
20,000円 ) － －
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　（４）委　託　料

予定価格
 (契約年月日)
契　 約　 額

(契約年月日)
契 　約　 額

契約形態

－
（H28.4.7）
351,720

～
H28.4.7
H29.3.31

（免除） H29.3.24

随 H29.3.24

児童入所施
設措置費

（28. 4. 1）
厚生労働省の
定める支弁基

準
～

28. 4. 1
29. 3.31

（免除）
29. 3.31

（　　　　）
－

－ 随 28.4.4外

目　　　計
4,485,915

　　生活保護総務費
（予定価格が20万円
 未満のもの）

6,408

目　　　計
6,408

－

（H28,5,17）
5,346円／件

外

～

H28.5.17
H29.3.31

（免除） H29.3.31

（　　　　）

随 H28.6.10外

目　　　計 407,087

－

（H28,4,1）
5,314円／件

外

～

H28.4.1
H29.3.31

（免除） H29.3.31

（　　　　）

随 H28.4.18外

目　　　計
718,667

－
（　H28.4.1　）
8,450円/件外

～

H28.4.1
H28.3.31

（免除） H29.3.31

随 H28.5.8

－
（　H28.4.1　）
19,000円/日 ～

H22.11.1
5

（免除） H29.3.31

随 H28.5.7外

目　　　計 6,794,100

－

（　H28.4.1　）
5,292円/件外

～

H28.4.1
H29.3.31

（免除） H29.3.31

随 H28.5.16

目　　　計 63,504

－

（　H28.4.1　）
5,250円/件外

～

H28.4.1
H29.3.31

（免除） H29.3.31

随 H28.4.12

目　　　計 283,590

　　　保険所費
（予定価格が20万円
 未満のもの）

6,480

目　　　計
6,480

合　　　計
12,765,751

１３　工事請負費調べ　：　該当なし

351,735

文書ＩＤ
16-00000477
地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号：特定
のものでなければ納入す
ることができない。

身体障がい者福祉費 単県
身体障がい者定
期相談診療業務

委託

鳥取県立厚生病院

院長　井藤　久雄

精 29.4.4

H28.6.16
外

精

H28.5.11
外

6,224,100

文書ＩＤ
1５-00173837
地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号：特定
のものでなければ納入す
ることができない。

H28.4.27
外

718,667

精

精

支出
区分

文書ＩＤ
15-00174172
地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号：特定
のものでなければ納入す
ることができない。

H28.5.10
外

570,000

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号：特定
のものでなければ納入す

ることができない。

備 　考支   出
年月日

精

文書ＩＤ
16-00023317
地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号：特定
のものでなければ納入す
ることができない。

407,087

（平成２９年３月３１日）（単位：円）

　 当　　初　　契　　約

契約期間

完　 了
年月日

入札等
年月日

(契約保証
金納付等
年月日) 履行検査

年　月　日

契約期間

　　 変 更 契 約 （ 最 終 ) 金   　額

支  出  の  状  況

委託契約の
相　 手　 方

予　算　科　目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称

公衆衛生
総務費

国補

国補

在宅重症難病患
者一時入院支援
事業委託

県立厚生病院外

（公）鳥取県
中部医師会

肝炎ウイルス医
療機関検診事業
委託

（医）清和会
訪問看護ステーショ

ンせいわ外

生活習慣病
予防対策費

結核対策費

国補

精

（公）鳥取県
中部医師会

原爆被爆者
健康診断委託

H28.5.25
外

63,504

文書ＩＤ
1５-00179508
地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号：特定
のものでなければ納入す
ることができない。

国補

在宅人工呼吸器
使用患者支援事
業委託

国補
結核患者及び接
触者健康診断委

託

鳥取県立厚生病院
外

児童措置費 国補
母子生活支援施
設措置委託料

(福)倉吉東福祉会

〔倉明園〕

概／
精

予防費 国補
風しん抗体価検
査業務委託

（公）鳥取県
中部医師会

難病対策費

4,485,915

地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号：特定
のものでなければ納入す
ることができない⑤
文書ＩＤ
16-00001647 外

283,590

文書ＩＤ
1５-00171864
地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号：特定
のものでなければ納入す
ることができない。

28.4.13外

精
H28.4.21

外
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 １４ 財産に関する調べ  

  （１）公有財産 該当なし 

        

（２）金券類の受払状況 

    ア 金券の受払状況 

                                   （平成２９年３月３１日現在）  

種     別 

 

前年度末 

 

本 年 度 中 本年度末 

 

備  考 

 購 入 額 使 用 額 

 

郵便切手及び郵便はがき 

    円  

   26,970 

    円  

70,162 

   円 

81,867 

   円 

       15,265 

 

 

 

収入印紙 
― ― ― ―  

 

収入証紙 
― ― ― ―  

 

 

タクシークーポン券 
― ― ― ―  

 

 

鉄道バスプリペードカード 
― ― ― ―  

 

 

合  計 

  

   26,970 

  

70,162 

 

81,867 

 

       15,265 

 

 

    注１ 鳥取県物品事務取扱規則第３条第２項第３号に規定する金券類について記載すること。 

   ２ 鳥取県物品事務取扱規則の運用方針及び留意事項第１７条関係の３の区分により記載すること。 

 

    イ タクシーチケットの受払状況 

                                                                              （平成２９年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 

 

本  年  度  中 本年度末未使用枚数 

 購 入 枚 数       使用枚数及び金額 

              ５４      枚 

 

                     ０  枚 

 

                   ０    枚                   ５４    枚 

                    ０   円 
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未

来
の

パ
パ

マ
マ

育
み

教
室

」
で

生
徒

が
妊

婦
体

験
、

沐
浴

体
験

を
す

る
た

め

東
伯

郡
北

栄
町

由
良

宿
２

１
３

北
栄

町
立

大
栄

小
学

校
長

本
年

度
の

貸
付

料

東
伯

郡
北

栄
町

由
良

宿
８

１
８

－
８

学
校

法
人

中
央

高
等

学
園

中
央

高
等

学
園

専
修

学
校

長

住
　

　
　

　
所

氏
　

　
　

　
名

妊
娠

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

ー
３

セ
ッ

ト
H

2
8
.9

.2
3
～

H
2
8
.1

0
.3

0

東
伯

郡
琴

浦
町

大
字

徳
万

２
６

６
－

５
琴

浦
町

社
会

教
育

課
長

「
い

の
ち

の
学

習
」
で

使
用

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

品
　

名
数

　
量

規
格

・
銘

柄
貸

付
期

間
貸

 付
 料

 （
円

）

北
栄

町
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１６ 借受不動産明細調べ  該当なし 

 

１７ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ  

  （１）職員住宅   該当なし 

      

  （２）職員駐車場  該当なし 

 

 

１８ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 

                                             （平成２９年３月３１日現在） 

 

車  種 

 

年式 

 

登録番号 

 

取得年月日 

総走行 

キロ数 

本   年   度  

備 考 車検年月日 修理費等 

    km 

 

         円 

 

  

 

 

患者移送車 

 

H22 

鳥取800 

さ5456 

 

H22.3.25 

 

2285 

 

H28.3.7 

 

14,688 

・6カ月点検（4,536） 

・12カ月点検（10,152） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

       台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９ 寄附物件の受納状況調べ  該当なし 

 

２０ 備品の処分状況調べ 

（平成２９年３月３１日現在） 

品   名 

(規格・銘柄) 

 

 

数量 

 

 

 

(保管換年

月日) 

取得年

月日 

 

 

耐用 

年数 

 

 

取得価格 

 

 

 

不  用 

決  定 

年月日 

 

不 用 

とする 

理  由 

 

処                 分 備 考 

 

 

 

売払 

棄却 

の別 

売払方法

・ 

棄却理由 

 

処  分 

年月日 

 

売払

額・ 

処分

費用 

 

留守番電話 １ Ｓ 

56.5.8 

年 

６ 

  円 

82,000 

Ｈ 

28.8.25 

 

耐用年

数を過

ぎ、使用

不可 

 

棄却 

 

耐用年数

を過ぎ使

用不可 

 

Ｈ 

28.9.12 

 

円 

 

 

 

 

合  計 

１  

 

 

 

82,000  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 
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 ２１ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 

  （１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 

                                   （平成２９年３月３１日現在） 

現金、有価 

証券又は物

品名 

 

数 量 

 

  

金  額 

 

亡失、損傷 

年月日、時 

 

 

同左場所 

 

 

同左概要 

 

報 告 

年月日 

会計局の

審査結果 

電子黒板 

 

１ 

 

 205,800円 

(125,538円) 

H28.10.21 

 

保健指導 

 

地震による転倒で損傷した

ため。 

 

― 

 

― 

 

 

 

合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 物品損傷データベースにて報告を行ったが、地震による不可抗力のものであり、本人の責めに帰すべきも 

のではないという理由で、物品損傷データベースから削除された経過あり。 

 

 

  （２）物品の照合 

照合年月日 現物確認できなかった物品 現物が確認できなかった物品名 個  数 

 

Ｈ28.8.9 

 

・有    ・○無  

  

  

  

   注 「照合年月日」欄は、確認日が複数の場合、その最初の日～最後の日を記載すること。 

「現物確認できなかった物品」欄は、該当する方に〇を記載すること
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  ２
２
 
職
員
旅
費
の
執
行
状
況
調
べ
 

 
 
 
 
 
注

１
 

旅
費

シ
ス

テ
ム

の
旅

行
命

令
簿

：
完

結
分

（
全

表
示

）
の

デ
ー

タ
を

ベ
ー

ス
に

し
て

作
成

す
る

こ
と

。
 

 
 
 
 
 
 

２
 

平
成

2
8
年

1
2
月

１
日

以
降

に
出

発
し

た
一

般
旅

行
を

対
象

と
す

る
こ

と
。

 

  
（
１
）
旅
行
伺
の
事
前
承
認
 

   
 旅

行
総
件
数
 

 

 
旅

費
シ

ス
テ

ム
で

 

 発
令
日
が
出
発
日
 

 よ
り
遅
い
件
数
  
①
 

①
の

う
ち

履
歴

で
事

前
承

認
が

確
認

で
き
た
件
数

  
②
 

①
の

う
ち

②
以

外
で

緊
急

等
特

別
な

理
由

が

あ
っ
た
件
数
  
③
 

特
別

な
理

由
も

な
く

事
前

承
認

が
さ

れ
て

い
な

い
件

数
 

 
 
（
①
－
②
－
③
）
 

 

備
 

 
 

 
考

 

 

９
１
件
 

 

１
２
件
 

 

０
件
 

 

５
件
 

※
災
害
待
機
、
緊
急
対
応
等
 

０
件
 

 

  

  
（
２
）
旅
費
概
算
払
の
精
算
等
 

 
 
 
 
 
ア

 
概

算
払

の
精

算
が

旅
行

完
了

日
の

翌
日

か
ら

２
週

間
以

上
経

過
し

て
い

る
も

の
（

零
精

算
を

除
く

）
 
…

…
…

…
…

…
 
 
（

 
 

 
 

 
件

中
 

 
０

 
件

）
 

 
 

 
 
注

 
零

精
算

も
２

週
間

以
内

の
精

算
が

必
要

で
あ

る
が

、
調

書
に

は
零

精
算

以
外

を
記

載
す

る
こ

と
。

 

 
 
 
 
 
イ

 
精

算
払

が
旅

行
完

了
日

の
翌

日
か

ら
3
0
日

以
上

経
過

し
て

い
る

も
の

 
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

 
 
（

 
 

９
１

 
件

中
 

 
６

 
件

）
 

  
（
３
）
旅
費
の
計
算
 

用
 
務
 
先
 

旅
 
行
 
期
 
間
 

用
 
務
 
内
 
容
 

支
出
金
額
 

備
 
 
 
 
考
 

釜
石
市
保
健
福
祉
部
健
康
推
進
課
地
域
医
療
連
携
推
進
室
（
岩
手
県
釜
石

市
大
渡
町
３
－
１
５
－
２
６
）
 

平
成
29
年
02
月
21
日
- 

平
成
29
年
02
月
22
日
 

在
宅
医
療
・
介
護
連
携
推
進
事
業
に
係

る
釜
石
市
視
察
 

９
６
，
５
９
０
 

 

釜
石
市
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
（
長
寿
社
会
課
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
推

進
支
援
事
業
）
（
岩
手
県
釜
石
市
大
渡
町
３
丁
目
１
５
番
２
６
号
）
 

平
成
29
年
02
月
21
日
- 

平
成
29
年
02
月
22
日
 

釜
石
市
地
域
医
療
連
携
推
進
室
視
察
 

９
６
，
０
１
０
 

 

独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
肥
前
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー
（
佐
賀
県
神
埼

郡
吉
野
ヶ
里
町
三
津
１
６
０
）
（
ア
ル
コ
ー
ル
健
康
障
害
対
策
事
業
）
 

平
成
28
年
12
月
04
日
- 

平
成
28
年
12
月
08
日
 

ア
ル
コ
ー
ル
・
薬
物
関
連
問
題
研
修
 

８
７
，
４
４
０
 

 

 

釜
石
市
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
（
長
寿
社
会
課
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
推

進
支
援
事
業
）
（
岩
手
県
釜
石
市
大
渡
町
３
丁
目
１
５
番
２
６
号
）
 

平
成
29
年
02
月
21
日
- 

平
成
29
年
02
月
22
日
 

釜
石
市
地
域
医
療
連
携
推
進
室
視
察
 

７
７
，
５
１
０
 

 

倉
敷
市
松
島
 
川
﨑
医
療
福
祉
大
学
（
福
祉
保
健
部
（
障
が
い
福
祉
課
）

管
理
運
営
費
）
 

平
成
29
年
02
月
10
日
- 

平
成
29
年
02
月
13
日
 

全
国
精
神
保
健
福
祉
相
談
員
会
研
修
会
 
４
６
，
７
２
０
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   （
４
）
旅
費
の
適
正
執
行
の
取
組
状
況
等
 

Ｈ
２
７
年
度
決
算
定
期
監
査
重
点
事
項
で
あ
る
旅
費
に
関
す
る
照
会
に
お
い
て
、
監
査
委
員
事
務
局
よ
り
以
下
の
と
お
り
指
摘
が
あ
っ
た
た
め
、
今
後
は
適
正
に
処
理
を
行
う
よ
う
に
 

平
成
２
８
年
６
月
７
日
、
中
部
総
合
事
務
所
福
祉
保
健
局
電
子
会
議
室
局
内
に
て
注
意
喚
起
を
行
っ
た
。
 

 ＜
指
摘
内
容
＞
 

 
①
旅
行
命
令
権
者
の
承
認
(発

令
)前

に
旅
行
し
て
い
る
も
の
が
あ
っ
た
。
 

②
概
算
払
の
精
算
が
遅
延
し
て
い
る
も
の
が
あ
っ
た
。
（
1件

）
 

 
③
往
復
割
引
切
符
（
鳥
取
～
岡
山
）
を
利
用
し
て
い
な
い
旅
行
が
あ
っ
た
。
（
1件

）
 

  
＜
指
摘
に
対
す
る
対
応
＞
 
 

 
①
に
つ
い
て
は
論
外
で
す
。
管
内
出
張
等
で
旅
行
伺
い
が
不
要
（
課
の
予
定
表
等
へ
の
記
入
で
可
）
な
も
の
を
除
き
、
旅
行
前
に
必
ず
旅
行
命
令
の
承
認
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
※
週
休
日
、
休
日
等
に
緊
急
用
務
で
出
張
す
る
場
合
は
、
旅
行
命
令
権
者
（
各
課
長
等
）
に
口
頭
で
事
前
承
認
を
受
け
た
上
で
、
出
勤
日
に
速
や
か
に
旅
行
伺
い
を
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。
 

  
②
に
つ
い
て
は
、
旅
行
の
完
了
し
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
２
週
間
以
内
に
精
算
す
る
事
に
な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
期
間
内
に
精
算
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 

 
③
に
つ
い
て
は
、
旅
費
精
算
の
際
に
ル
ー
ト
選
択
を
行
い
ま
す
が
、
出
発
地
に
よ
っ
て
は
割
引
切
符
が
表
示
さ
れ
ず
、
気
が
つ
か
な
か
っ
た
事
が
原
因
の
よ
う
で
す
。
 

 
 
 Ｄ

Ｂ
の
改
修
が
必
要
だ
と
思
い
ま
す
が
、
当
面
改
修
の
見
込
み
も
な
い
た
め
、
往
復
割
引
切
符
が
適
用
さ
れ
る
区
間
は
、
旅
費
の
調
整
で
対
応
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
（
調
整
理
由
：
○
○
～
△
△
間
は
往
復
割
引
切
符
を
適
用
、
調
整
金
額
：
－
○
○
円
を
入
力
す
る
。
）
 
 

 

 
 
 
 
 
注

 
平

成
2
7
年

度
決

算
に

係
る

定
期

監
査

結
果

報
告

書
の

重
点

事
項

に
係

る
監

査
意

見
を

踏
ま

え
た

取
組

状
況

等
を

記
載

す
る

こ
と

。
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 福祉保健事務所（局） 共通個別事項 
 
   （作成について） 
     １ 必要に応じて、各機関の主な事業の概要を記載すること。 
        （記載は、１ページ程度とし、共通様式の「主な事業に関する調べ」と重複しないこと。） 
    ２ この様式では不十分な事項等がある場合には、適宜補足又は追加を行うこと。 
    ３ 必要に応じて説明を付記すること。 
 
２３ 介護保険・介護サ－ビス事業の状況 
(1) 介護サービス事業者の指定等の状況                      

                                （単位：件）(平成２９年３月３１日現在) 

 
    サ－ビスの種類 
 
 
 

前 年

度 未

指 定 
件 数 

 

(A) 

当 年

度 指  
定 申  
請 

 
(B) 

現地調査 
(申請内数) 
 
 
 

当年度

指定申

請の却

下件数 
 

(C) 

当 年

度 廃

止等 
 
 

(D) 

未 指

定 件 

数 
 
 

(E) 

 年 度 末 指 定 件 数   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H24 
年度 
 
 

H25 
年度 
 
 

H26 
年度 
 
 

H27 
年度 

 
 

(F) 

H28 
年度 

 

(A+B-C 
-D-E+F) 

①訪問介護(ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ)       (  )  ２  ３１ ３１ ３１ ２８ ２６ 
②訪問入浴介護       (  )  １  ３ ３ ３ ３ ２ 
③訪問看護  １   １ (１)    ７ ７ ９ １１ １２ 
④訪問ﾘﾊﾘﾋﾞﾃｰｼｮﾝ       (  )    １ ２ ２ ３ ３ 
⑤居宅療養管理指導       (  )    ０ ０ ２ ２ ２ 
⑥通所介護(ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ)  １   １ (１)  １３  ４５ ４６ ４８ ４７ ３５ 
⑦通所ﾘﾊﾘﾋﾞﾃｰｼｮﾝ(ﾃﾞｲｹｱ)       (  )    ３ ３ ０ ０ ０ 
⑧短期入所生活介護(ｼｮｰﾄｽﾃ

ｲ) 
      (  )    ８ １０ １０ １０ １０ 

⑨短期入所療養介護(ｼｮｰﾄｽﾃ

ｲ) 
      (  )         

⑩特定施設入居者生活介護       (  )    ２ ２ ２ ２ ２ 
⑪福祉用具貸与事業       (  )    ９ ８ ８ ８ ８ 
⑫特定福祉用具販売       (  )    ７ ７ ７ ７ ７ 
⑬居宅介護支援事業       (  )  ３  ４２ ４２ ４０ ４０ ３７ 
   計（介護給付）  ２   ２ (２)  １９  １５８ １６１ １６２ １６１ １４４ 

⑭介護予防訪問介護       (  )  ２  ３１ ３１ ３２ ２９ ２７ 
⑮介護予防訪問入浴介護       (  )  １  ２ ２ ２ ２ １ 
⑯介護予防訪問看護  １   １ (１)    ７ ７ ９ １１ １２ 
⑰介護予防訪問ﾘﾊﾘﾋﾞﾃｰｼｮﾝ       (  )    １ ２ ２ ３ ３ 
⑱介護予防居宅療養管理指導       (  )    ０ ０ ２ ２ ２ 
⑲介護予防通所介護  １   １ (１)  １  ４６ ４７ ４９ ４８ ４８ 
⑳介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ       (  )    ０ ０ ０ ０ ０ 
21 介護予防短期入所生活介護       (  )    ８ １０ １０ １０ １０ 
22 介護予防短期入所療養介護       (  )         
23 介護予防特定施設入居者生活介護       (  )    ２ ２ ２ ２ ２ 
24 介護予防福祉用具貸与       (  )    ８ ８ ８ ８ ８ 
25 特定介護予防福祉用具販売       (  )    ７ ７ ７ ７ ７ 
   計（予防給付）  ２  ２ (２)  ４  １１２ １１６ １２３ １２２ １２０ 

【居宅サービス】 
      小  計 

 
 

 
４ 

 
 ４ (４) 

 
 

 
２３ 

 
 

 
２７０ 

 
２７７ 

 
２８５ 

 
２８３ 

 
２６４ 

26 介護老人福祉施設       (  )    ６ ７ ７ ７ ７ 
27 介護老人保健施設       (  )  １  ９ １２ １３ １３ １２ 
28 介護療養型医療施設       (  )    １ ０ ０ ０ ０ 

【施設サ－ビス（介護給付）】 
     小   計 

 
 

 
 

 
    (  ) 

 
 

 
１ 

 
 

 
１６ 

 
２０ 

 
２０ 

 
２０ 

 
１９ 

   合       計  ４  ４ (４)  ２４  ２８６ ２９７ ３０５ ３０３ ２８３ 

   注 (1) 介護保険法のみなし規定によるみなし事業所は除くこと。  
      (2) 廃止等とは、廃止、取消及び更新をしないための効力喪失をいい、休止を含めない。 
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 (2) 介護保険・介護サ－ビス提供事業者に対する指導監査の状況 
      ＊ 対象施設の選定方針 
         ①新規開設事業所（平成２７年度新規事業所のうち前年度未実施及び平成２８年度新規事業所）６件 

     ②その他（昨年度指摘事項が多い、市町からの情報提供、内部告発等）           ９件 
      ＊ 当年度重点指導事項 
     ①基準に沿った介護報酬の算定・請求の実施 
     ②人員基準の遵守について 
     ③介護計画等の説明、同意、交付について 
     ④虐待や身体拘束の防止のための取組状況について 
     ⑤利用者の安全確保のための非常災害対策の確認について 
     ⑥会計処理（事業所ごとの会計区分等について） 
      
                                                           （単位：施設、件） (平成２９年３月３１日現在) 

  区分  
 

指 導 
施 設

数 

改善指導事項  
主 な 指 導 事 項 の 概 要 

 
施 設

数 
件 数 

 
 
実 地 
指 導 

 
 

 
 

７７ 

 
 

 
 

７２ 

 
 

 
 

２１４ 

 

・重要事項説明書と利用契約書を別々に作成すること（１１件） 

・重要事項説明書は袋とじ等により作成すること（１４件） 

・重要事項説明書の同意日等を記入すること（８件） 

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表は毎月作成すること（５件） 

・サービス提供等の記録を適正に行うこと（６件） 

・居宅サービス計画に基づいたサービス提供を行うこと（２件） 

 
集 団 
指 導 

 

 

４６ 

 

   

－ 

 

 

－ 
・通所介護事業者に対する平成２８年度実地指導で指導した事項の説明 

及び風水害・土砂災害についての説明 

 
実地検

査によ

る監査 

 

－ 

 

－ 

 

 

－ 
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２４ 障害福祉サ－ビス事業等の状況 
(1) 指定障害福祉サービス事業者の指定等の状況              

 （単位：件） (平成２９年３月３１日現在) 
 
     サ－ビスの種類   
 
 

前年度 
未指定 
件  数 

 

(A) 

当 年

度 
指 

定 
申 

請 
 

(B) 

現地調査 
(申請内数) 
 
 
 

当 年

度 指

定申 
請 の

却 下

件 数

(C) 

当 年

度 
廃 止

等 
 

 
(D) 

未 指

定 
件 

数 
 
 

(E) 

年 度 末 指 定 件 数   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H24 
年度 
  
 

H25 
年度 
 
 

H26 
年度 
 
 

H27 
年度 

 
(F) 

H28 
年度 

(A+B-C-

-D-E+F) 

①居宅介護       (  )    ２２ ２２ ２２ ２３ ２３ 
②重度訪問介護       (  )    ２１ ２１ ２１ ２１ ２１ 
③同行援護       (  )  １  ９ ９ ９ ９ ８ 
④行動援護       (  )    ７ ７ ７ ７ ７ 
⑤療養介護       (  )         
⑥生活介護  １  １( １ )    ４ ５ ５ ６ ７ 
⑦短期入所       (  )    １１ １１ １４ １４ １４ 
⑧重度障害者等包括支援       (  )         
⑨共同生活介護       (  )    ７ ７ - － － 
⑩自立訓練（機能訓練）       (  )         
⑪自立訓練（生活訓練）       (  )    １ １ １ １ １ 
⑫就労移行支援       (  )    ５ ６ ５ ５ ５ 
⑬就労継続支援 A 型       (  )    ３ ４ ５ ５ ５ 
⑭就労継続支援 B 型       (  )    １５ １６ １６ １６ １６ 
⑮共同生活援助       (  )    ５ ５ ８ ８ ８ 
計（指定障害福祉サービス事業者）       (  )     

１１０ 
 

１１４ 
 

１１３ 
 

１１５ 
 

１１５ 
⑯一般相談支援       (  )    ２ ２ ２ ２ ２ 
計（指定一般相談支援事業者）       (  )    ２ ２ ２ ２ ２ 

合       計       (  )     
１１２ 

 
１１６ 

 
１１５ 

 
１１７ 

 
１１７ 

※ ①居宅介護、③同行援護、④行動援護、⑦短期入所、⑧重度障害者等包括支援のサービスは、障がい児 
  も支援の対象となる。 
※ ⑨共同生活介護は、平成 26 年度に⑮共同生活援助に統合された。 

      注 廃止等とは、廃止、取消及び更新をしないための効力喪失をいい、休止を含めない。 
                                                                                      
 (2) 指定障害福祉サービス提供事業者等に対する指導監査の状況 
      ＊ 対象施設の選定方針 

○３年に１回（障害者支援施設は２年に１回）実地指導を実施することを原則として、下記の基準で選定した。 
    ・過去２年実地指導を行っていない事業所 
    ・平成２６年度に新規指定した事業所 
    ・平成２６年度の実地指導において文書による指摘事項が多い等で特に指導が必要と認められた事業所 
        注 指導対象施設を選定する上での方針（指針、基準、計画などの概要）を記載すること。 
      ＊ 当年度重点指導事項 

【平成２８年度指定障害福祉サービス事業者指導監査における県内共通の指導方針】 
（１）虐待防止に係る取り組み状況について 
（２）防火・防災対策について 
（３）個別支援計画の作成及び見直し係る適切なアセスメント等の実施について 
（４）サービス提供記録等の整備・保存、各種加算を含む自立支援給付費の適正な請求及び管理者等の点検の徹底

について 
（５）職員の資質向上を目的とした研修実施の状況について 

                                                            （単位：施設、件）(平成２９年３月３１日現在) 
  区分  
 

指 導 
施設数 

改善指導事項 主 な 指 導 事 項 の 概 要 
 施設数 件  数 

 
実地指導 
 

 

２７ 

 

 

２０ 

 

 

４８ 

 

以下の点検項目に不備があり、文書指摘し改善を確認した。 
・従業員の定数（１件）・サービス提供の記録（７件） ・非常災害対策（２）・給

付費の算定及び取扱い（４件） 
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集団指導 
 

 

３８ 

 

  
－ 

 

 
－ 

 

平成２９年３月２１日（火）倉吉体育文化会館で開催。 

・中部管内で指定障害福祉サービス等を提供している全法人（８０人）が受講。 

・内容 

１．風水害・土砂災害について 

２．知的障がい者への対応 

３．平成２８年度障害福祉サービス事業者等実地指導の指摘事項 

 
 監  査 
 

 

なし 

 

 
－ 

 

 
－ 

 

 
 
 

  

 

(3) 指定障害児通所支援事業者の指定等の状況              
    （単位：件）(平成２９年３月３１日現在) 

 
     サ－ビスの種類   
 
 
 

前年度 
未指定 
件数 

 

(A) 

当年度 
指 定 
申 請 

 
(B) 

現地調査 
(申請内数) 
 
 
 

当年度

指定申 
請の却

下件数    

(C) 

当年度 
廃止等 
 

 
(D) 

未指定 
件 数 

 
 

(E) 

年 度 末 指 定 件 数   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H24 
年度 
   
 

H25 
年度 
 
 

H26 
年度 
 
 

H27 
年度 

 
(F) 

 H28 
 年度 
(A+B-C 
-D-E+F) 

①児童発達支援       (  )     ４ ４ ４ ４ 
②医療型児童発達支援       (  )     １ １ １ １ 
③放課後等デイサービス       (  )     ３ ４ ５ ６ 
④保育所等訪問支援       (  )     １ １ １ １ 

計（指定障害児通所支援事業者）       (  )     ９ １０ １１ １２ 

合       計       (  )     ９ １０ １１ １２ 

      注 廃止等とは、廃止、取消及び更新をしないための効力喪失をいい、休止を含めない。 
 
 
(4) 指定障害児通所支援事業者等に対する指導監査の状況 

      ＊ 対象施設の選定方針 
        注 指導対象施設を選定する上での方針（指針、基準、計画などの概要）を記載すること。 
      ＊ 当年度重点指導事項 
                                                            （単位：施設、件）(平成２９年３月３１日現在) 

  区分  
 

指 導 
施 設

数 

改善指導事項 主 な 指 導 事 項 の 概 要 
 施 設

数 
件 数 

 
一 般 監

査 
 

 

５ 

 

 
－ 

 

 
－ 

 

 
 

 
特 別 監

査 
 

 

なし 

 

 
－ 

 

 
－ 
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２５ 心と女性に関する相談状況（心と女性の相談室対応分を含む。）  
（単位：件）(平成２９年３月３１日現在) 

 
 区 分 
 
 

相談

取扱 

件数 

相 談 形 態 相 談 内 容  

平成２８年度の主な処理状況 
 

 
 来所 

 

 
 訪問 

 

 
 電話 

 

 
メール 

病気

・精神

保健 

 
 ＤＶ 
 

ひき

こも

り 

その

他 

Ｈ24年
度 

702 227 62 256 157 237 90 216 159 

Ｈ25年
度 

627 173 103 200 151 196 112 208 111 

Ｈ26年
度 

640 177 73 240 150 174 180 192 94 

Ｈ27年
度 

817 216 115 353 133 300 96 182 239 

Ｈ28年
度 

390 111 26 163 90 13 119 120 138  

   注 (1) 相談取扱件数は、延べ件数を記載すること。 

     (2) 相談内容は、主なもの（上位３項目）について記載すること。 

          (3) 相談事業を実施している保健局は記載すること。 

 

 

２６ 障がい者福祉の状況 

 (1) 身体障がい者福祉の状況 

    ア 身体障害者手帳交付状況               

(単位：件）（平成２９年３月３１日現在）   

 

 区 分 

 

 

 視覚障害 

 

聴覚・平衡 

 

機 能 障 害      

音声・言語･ 

そ し ゃ く      

機 能 障 害      

 

肢体不自由 

 

 

 内部障害 

 

 

  計    

    

 Ｈ24年度 466 517 73 3,155 1,531 5,742 

 Ｈ25年度 450 517 67 3,123 1,539 5,696 

 Ｈ26年度 447 495 70 3,027 1,505 5,544 

 Ｈ27年度 448 484 67 2,964 1,503 5,466 

 Ｈ28年度 424 475 70 2,875 1,499 5,343 

 

 

  イ 特別障害者手当等認定請求処理状況                    

（単位：人、件）（平成２９年３月３１日現在） 

 

 

 

手 当 区 分      

 

 

 

 

前年

度末

受給 

者 

数 

（人） 

 

A  

本       年       度       中  （人） 差引現 

在受給

者 数 

A+B-C 

+D-E +F

-G 

（人） 

 

 

支 給 額 

 

   （円） 

 

前年

度 

未処

理 

件 

数 

 

 

 

受 

付 

 

件 

数 

 

 

 

内    訳 

 

喪失 

 

件数 

 

 

Ｃ 

停 

止 

 

解 

除 

 

 

Ｄ 

停 止 中 

 

  そ の  

他 

認 

定 

件 

数 

 

Ｂ 

却 

下 

件 

数 

 

 

未処 

理 

件 

数 

 

停 

止 

開 

始 

 

Ｅ 

 

喪 

失 

 

 

  

転入 

    

Ｆ 

  

転 

出 

 

 Ｇ 

特 別 障 害 者 手 当      6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 1,902,620 

障 害 児 福 祉 手 当      4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4  714,320 

経 過 的 福 祉 手 当      0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

  計 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 2,616,940 
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 (2) 知的障がい者福祉の状況 

    ア 療育手帳交付状況     

(単位：件） （平成２９年３月３１日現在） 

 区 分 

 

   Ａ (重 度)      Ｂ (中・軽度)    計 

  18歳未満  18歳以上  18歳未満  18歳以上 

 Ｈ24年度 51 328 93 500 972 

 Ｈ25年度 49 333 107 549 1,038 

 Ｈ26年度 44 326 124 566 1,060 

 Ｈ27年度 38 330 122 593 1,083 

 Ｈ28年度 33 328 107 614 1,082 

 

 

    イ 当年度の療育手帳交付等内訳                     

（単位：件）（平成２９年３月３１日現在） 

 

  区   分        

        

 前年度 

末現在 

 

  年 度 中 の 移 動 内 訳    年度中の変更    当年度末 

 現  在 

    

  

 新規 

交付  

 

 転  入 

 

転出・返

還 

 

18歳に 

達した場

合 

 障害程度 

 

    Ａ 

 (重 度) 

18歳未満 38 2 0 1 -7 +1 33 

18歳以上 330 0 0 9 +7 0 328 

    Ｂ 

(中・軽度) 

18歳未満 122 17 2 5 -28 -1 107 

18歳以上 593 5 5 17 +28 0 614 

    計    1,083 24 7 32   1,082 

  
 
(3) 精神障がい者福祉の状況 

   ア 精神障がい者の状況      
 （単位：件、人）（平成２９年３月３１日現在） 

 

 

 区 分 

 

 

 通 報  届 
出  件 数 

 

 

入院患者数 自立支援医療

（精神通院）

受給者証所持

者数 

 手 帳 

 所 持 

 者 数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 措置 

 入院 

 

 

 医療  保
護  入院 

 

Ｈ24年度 21 2 133 2,394 980 

Ｈ25年度 14 1 130 2,541 1,039 

Ｈ26年度 11 2 157 2,725 1,107 

Ｈ27年度 17 1 169 2,915 1,184 

Ｈ28年度 8 0 162 3,075 1,223 

 
  イ 精神保健福祉相談事業の状況  （単位：人、事業所）   

（平成２９年３月３１日現在） 

 

 区 分 

 

 面 接 相 談  電 話 相 談  訪 問 指 導    社会適応訓練状況 

実人

員 

 

延人

員 

 

実人

員 

 

延人

員 

 

実人

員 

 

延人

員 

 

委  

託 

事業所

数 

 利 用 者 数 

実人

員 

延人

員 

Ｈ24年
度 

41 101 60 133 18 59 0 0 0 

Ｈ25年
度 

31 57 55 98 24 88 0 0 0 

Ｈ26年
度 

31 66 56 110 22 61 0 0 0 

Ｈ27年
度 

46 94 62 229 31 94 0 0 0 

Ｈ28年
度 

20 50 78 238 22 62 0 0 0 
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２７  児童福祉の状況 
 (1) 児童福祉施設等に対する指導監査の状況 
     ＊ 対象施設の選定方針 
    「児童福祉行政指導監査実施要綱（児童福祉行政・保育所・届出保育施設等）」「同（児童福祉行政・児童 

入所施設・母子生活支援施設・児童館）」に基づき、下記の頻度で実地監査等を実施した。 
     【実地監査】 
     ①公立保育所（公設民営を含む）、公立幼保連携型認定こども園、公立児童館……３年に１回 
     ②私立保育所、私立幼保連携型認定こども園、私立児童館……２年に１回 
     ③児童福祉行政の実施機関（市町）……毎年１回 の割合で指導監査を実施する。 

 ただし、平成２７年度実施監査で重大な指摘をした施設又は指摘数の多い施設に対しては、実施する。 
       【書面監査】 
      実地監査を実施しない施設に対して実施する。 
 
  ＊ 当年度重点指導事項 
   ○児童福祉施設における最低基準等の遵守状況の確認 

      ・災害等非常時に備えた対応（家具類の転倒防止策、消火訓練の実施、連絡体制の掲示） 
   ・食物アレルギー等への対応 
   ・調理、調乳における衛生管理の対応（調理室の温度管理、調乳室でのエプロン着用） 
   ○児童福祉施設における財務管理状況の確認＜私立保育所、私立児童館のみ＞ 
   ・運営費の使途（簿外経理の有無） 
   ・経理規程に則した会計処理（現金収入の金融機関への預入れ） 

 
                                                           （単位：施設、件）（平成２９年３月３１日現在） 

 
 区 分 
 
 

保 育 所 幼保連携型認定こども園 児 童 館 市町

村指

導の 
有無 

 
主な指導事項 

  
 

施

設 
数 
 

実施件数 指導件数 施

設 
数 
 

実施件数 指導件数 施

設 
数 
 

実施件数 指導件数 
実

地 
 

書

面 
 

施

設 
数 

件数 
 

実

地 
 

書

面 
 

施

設 
数 

件

数 
 

実

地 
 

書

面 
 

施

設 
数 

件

数 
 

倉吉市 
 
 

22 

 

12 

 

10 

 

 14 

 

126 

 

4 

 

1 

 

3 

 

2 

 

7 

 

10 

 

4 

 

6 

 

1 

 

3 

 

 ○ 

 

・不審者対応等の計

画・訓練を実施する

こと(保育所=9 件、

幼保連携型認定こ

ども園=3 件) 

・食物アレルギーの

食材、医師の指示書

について。（保育所

=9 件、幼保連携型

認定こども園=8件） 

・職員等の自己評価

と公表を行うこと。

（保育所=8 件、幼

保連携型認定こど

も園=2 件） 

三朝町 
 

3 

 

1 

 

2 

 

1 

 

11 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

 － 

 

－ 

 

 － 

 

－ 

 

－ 

 

 ○ 

 

湯 梨 浜

町 
2 

 

0 

 

2 

 

1 

 

4 

 

6 

 

5 

 

1 

 

5 

 

13 

 

2 

 

0 

 

2 

 

0 

 

0 

 

 ○ 

 

琴浦町 
 

7 

 

4 

 

3 

 

7 

 

26 

 

1 

 

1 

 

0 

 

1 

 

13 

 

2 

 

2 

 

0 

 

2 

 

4 

 

 ○ 

 

北栄町 
 

2 

 

1 

 

1 

 

2 

 

23 

 

4 

 

2 

 

2 

 

2 

 

9 

 

1 

 

0 

 

1 

 

0 

 

0 

 

 ○ 

 

   計 
 

36 18 18 25 190 15 9 6 10 42 15 6 9 3 7 5  
 

   注 「市町村指導の有無」欄は、指導を実施した市町村に「○」を記入すること。 
   
(2) 母子世帯の施設入所状況                              

（単位：世帯、人）（平成２９年３月３１日現在） 
 施 設 の 
 
 種  類 

 
施  設  名 

 

 
前 年 度 末 現

在 
 

本 年 度 中  
本 年 度 末 現

在 

 
   備   考 
 

 
入所 

 
退所 

 母子生活 
 支援施設 

 倉 明 園 
 

   １ （２） 
 

０（０） ０（０） 
 

１（２） 
 

 
 

                計    １ （２） ０（０） ０（０） １（２）  
 

注 （ ）内の数値は人数を記入すること。
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  ２
８

  
母
子

及
び
父

子
並
び

に
寡
婦

福
祉

業
務

の
状

況
 

 
(1
) 

母
子

・
父
子

自
立

支
援
員

活
動
状
況

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  
 
 
 
 
 

 
 
（

単
位

：
件

）
（
平

成
２
９

年
３

月
３

１
日

現
在

）
 

                     

 
相

 
 
談

 
 
指

 
 
導

 
 
事

 
 
項

 

  

生
 

 
 
活

 
 

 
一
 

 
 
般

 
児

 
 

 
 

 
 

 
童

 
生

 
 

 
 

活
 

  
 

 
援

 
 
 

 
護

 
そ

 
 

 
の

 
 

 
他

 
 

 
 

合
 

 
 

        
 

計
 

  

住
 

 
  

 
      

 
宅

  

 

医
 

         
 

療
  

 

家
 

  
 
庭

 
  

 
紛

 
  

 
争

 

 

就
 

         
 

職
  

 

結
 

        
 

婚
  

 

そ
 

  
 

   
  

 
の

 
  

 
 

  
 他

 

  

小
 

         
 

計
 

  

養
 

         
 

育
 

  

教
 

         
 

育
 

  

非
 

         
 

行
 

  

就
 

         
 

職
 

  

そ
 

    
 

の
 

   
 

 他
 

  

小
 

         
 

計
 

  

母
 

子
 

福
 

祉
 

資
 

金
 

  

父
 

子
 

福
 

祉
 

資
 

金
 

  

寡
 

婦
 

福
 

祉
 

資
 

金
  

 

公
 

 
 

的
 

  
 

 年
 

  
 

 金
 

   

児
 

  童
 

  扶
 

  養
 

  手
 

  当
  

 

生
 

   活
 

   保
 

   護
 

   

     
 

税
 

       

そ
 

  
 

  
 

の
 

   
 

 他
 

  

小
 

         
 

計
 

  

売
 

   店
 

   設
 

   置
 

   

た
 

  ば
 

  こ
 

  販
 

  売
 

    

母
 

子
 

世
 

帯
 

向
 

公
 

営
 

住
 

宅
 

    

母
 

子
・

 
父 子

 
福

 
祉

 
施

 
設

 
の

 
利

 
用

 

 

母
 

子
 

生
 

活
 

支
 

援
 

施
 

設
 

     

小
 

 
 

       
 

計
 

  

夫
 

の
 

暴
 

力
 

 

そ
 

の
 

他
 

  
 

 

貸
 

 付
 

  
  

 

償
 

  
還

 

  

貸
 

 付
 

  

償
 

 還
 

  

貸
 

 付
 

  

償
 

  還
 

  

件
 

 
数

 
0 

0 
0 

0 
92

 
0 

13
 

10
5 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

27
 

11
1 

6 
2 

0 
3 

0 
0 

0 
0 

0 
14

9 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
25

4 

  
勤

務
日

数
 

 

  
17

日
／

月
 

 

  
 
訪

問
延
数

 

 

  
20

日
 

 

  
関

係
機

関
連
絡

延
件

数
 

 

  
 

19
2
件

  
  

  
  

  
  

   
会

議
出
席

回
数

 

 

  
 

21
回
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(
2
)
 
母
子
福
祉
資
金
に
関
す
る
貸
付
・
償
還
等
の
状
況

（
単
位
：
円
）

（
平
成
２
９
年
３
月
３
１
日
現
在
）

人
数

金
額

人
数

金
額

人
数

金
額

人
数

金
額

人
数

金
額

A
-
B

4
1
1
,
5
2
0
,
0
0
0

4
7
,
4
8
8
,
0
0
0

4
2
,
1
1
2
,
0
0
0

1
5

9
,
1
4
4
,
0
0
0

1
9

1
1
,
2
5
6
,
0
0
0

1
1
,
4
0
4
,
0
0
0

1
1
,
4
0
4
,
0
0
0

1
4
6
8
,
0
0
0

3
1
,
1
1
6
,
0
0
0

4
1
,
5
8
4
,
0
0
0

1
1
,
4
7
6
,
0
0
0

1
1
,
4
7
6
,
0
0
0

1
4
9
2
,
0
0
0

4
2
,
4
3
6
,
0
0
0

5
2
,
9
2
8
,
0
0
0

2
8
,
6
4
0
,
0
0
0

2
4
,
6
0
8
,
0
0
0

2
1
,
1
5
2
,
0
0
0

8
5
,
5
9
2
,
0
0
0

1
0

6
,
7
4
4
,
0
0
0

※
年
度
途
中
で
変
更
決
定
を
行
っ
た
た
め
、

申
込
金
額
と
決
定
金
額
が
異
な
る
。

2
9
5
0
,
0
0
0

2
9
5
0
,
0
0
0

2
9
5
0
,
0
0
0

2
9
5
0
,
0
0
0

2
9
5
0
,
0
0
0

2
9
5
0
,
0
0
0

2
9
5
0
,
0
0
0

2
9
5
0
,
0
0
0

6
1
2
,
4
7
0
,
0
0
0

6
8
,
4
3
8
,
0
0
0

6
3
,
0
6
2
,
0
0
0

1
5

9
,
1
4
4
,
0
0
0

2
1

1
2
,
2
0
6
,
0
0
0

過
年
度
分

4
,
2
3
7
,
2
2
5

2
4
.
3
8

現
年
度
分

2
,
1
9
0
,
5
2
2

8
5
.
3
1

小
　
計

6
,
4
2
7
,
7
4
7

1
3
3
,
2
5
6
,
6
2
4

6
8
.
6
6

過
年
度
分

4
0
,
0
6
2

2
7
.
6
9

現
年
度
分

2
,
8
1
4

7
3
.
1
2

小
　
計

4
2
,
8
7
6

3
4
.
9
1

6
,
4
7
0
,
6
2
3

1
3
3
,
2
5
6
,
6
2
4

6
8
.
5
6

　
　
注
　
 
違
約
金
（
延
滞
金
）
は
含
め
な
い
。

当
年
度
貸
付

（
Ａ
）

（
Ｂ
）

（
Ｃ
）

（
Ｄ
）

（
Ｃ
＋
Ｄ
）

事
業
開
始
資
金

事
業
継
続
資
金区
分

貸
　
　
付
　
　
状
　
　
況

新
　
　
規
　
　
分

継
　
続
　
分

当
年
度
貸
付

貸
付
実
行

合
　
　
計

貸
　
付

不
承
認

人
　
数

貸
付
申
込

貸
付
決
定

修
学
資
金

　
高
校

　
短
大
・
専
修
（
専
門
）

　
大
学

　
専
修
（
一
般
）

技
能
習
得
資
金

修
業
資
金

就
職
支
度
資
金

医
療
介
護
資
金

生
活
資
金

住
宅
資
金

転
宅
資
金

就
学
支
度
資
金

　
高
校

　
短
大
・
専
修
（
専
門
）

　
大
学

結
婚
資
金

合
　
　
計

区
分

前
年
度
末
貸
付
残
高

（
A
)

本
年
度
貸
付
額

（
B
)

本
年
度
の
調
定
等
の
内
訳

本
年
度
末

収
入
未
済
額

（
C
-
D
-
E
-
F
)

本
年
度
末
償
還

期
未
到
来
分

（
A
+
B
-
C
(
現
年
度
分
)
)

回
収
率

（
D
/
C
)
%

調
定
額

（
C
)

収
入
済
額

（
D
)

不
納
欠
損
額

（
E
)

償
還
免
除
額

（
F
)

元
金

5
,
6
0
3
,
2
1
7

1
,
3
6
5
,
9
9
2

1
4
,
9
0
9
,
3
5
1

1
2
,
7
1
8
,
8
2
9

1
3
5
,
9
5
9
,
9
7
5

1
2
,
2
0
6
,
0
0
0

2
0
,
5
1
2
,
5
6
8

1
4
,
0
8
4
,
8
2
1

利
子

5
5
,
4
0
0

1
5
,
3
3
8

6
5
,
8
6
9

2
2
,
9
9
3

1
0
,
4
6
9

7
,
6
5
5

そ
　
の
　
他

　
本
年
度
貸
付
額
(
Ｂ
)
と
調
書
作
成
日
現
在
の
支
出
額
に
差
が
あ
る
場
合
（
前
年
度
の
貸
付
が
出
納
整
理
期
間
に
実
行
さ
れ
た
場
合
）
や
本
年
度
末
償
還
期
未
到
来
分
(
Ａ
＋
Ｂ
－
Ｃ
)
の
額
と
「
1
5
 
財
産

に
関
す
る
調
べ
 
(
3
)
 
債
権
」
に
記
載
さ
れ
た
額
に
差
が
あ
る
場
合
（
本
年
度
の
貸
付
が
出
納
整
理
期
間
に
実
行
さ
れ
た
場
合
）
は
、
そ
の
額
と
そ
の
理
由
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

合
　
　
計

1
3
5
,
9
5
9
,
9
7
5

1
2
,
2
0
6
,
0
0
0

2
0
,
5
7
8
,
4
3
7

1
4
,
1
0
7
,
8
1
4

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

-37-



 
 
(
3
)
 
父
子
福
祉
資
金
に
関
す
る
貸
付
・
償
還
等
の
状
況

（
単
位
：
円
）

（
平
成
２
９
年
３
月
３
１
日
現
在
）

人
数

金
額

人
数

金
額

人
数

金
額

人
数

金
額

人
数

金
額

A
-
B

1
9
0
0
,
0
0
0

1
9
0
0
,
0
0
0

1
9
0
0
,
0
0
0

1
9
0
0
,
0
0
0

1
1
,
2
7
2
,
0
0
0

1
3
1
8
,
0
0
0

1
3
1
8
,
0
0
0

1
3
1
8
,
0
0
0

1
1
,
2
7
2
,
0
0
0

1
3
1
8
,
0
0
0

1
3
1
8
,
0
0
0

1
3
1
8
,
0
0
0

※
年
度
途
中
で
変
更
決
定
を
行
っ
た
た
め
、

申
込
金
額
と
決
定
金
額
が
異
な
る
。

2
2
,
1
7
2
,
0
0
0

2
1
,
2
1
8
,
0
0
0

2
1
,
2
1
8
,
0
0
0

2
1
,
2
1
8
,
0
0
0

過
年
度
分

#
D
I
V
/
0
!

現
年
度
分

#
D
I
V
/
0
!

小
　
計

1
,
4
5
8
,
0
0
0

#
D
I
V
/
0
!

過
年
度
分

#
D
I
V
/
0
!

現
年
度
分

#
D
I
V
/
0
!

小
　
計

#
D
I
V
/
0
!

1
,
4
5
8
,
0
0
0

#
D
I
V
/
0
!

　
　
注
　
 
違
約
金
（
延
滞
金
）
は
含
め
な
い
。

そ
　
の
　
他

　
本
年
度
貸
付
額
(
Ｂ
)
と
調
書
作
成
日
現
在
の
支
出
額
に
差
が
あ
る
場
合
（
前
年
度
の
貸
付
が
出
納
整
理
期
間
に
実
行
さ
れ
た
場
合
）
や
本
年
度
末
償
還
期
未
到
来
分
(
Ａ
＋
Ｂ
－
Ｃ
)
の
額
と
「
1
5
 
財
産

に
関
す
る
調
べ
 
(
3
)
 
債
権
」
に
記
載
さ
れ
た
額
に
差
が
あ
る
場
合
（
本
年
度
の
貸
付
が
出
納
整
理
期
間
に
実
行
さ
れ
た
場
合
）
は
、
そ
の
額
と
そ
の
理
由
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

合
　
　
計

2
4
0
,
0
0
0

1
,
2
1
8
,
0
0
0

利
子

2
4
0
,
0
0
0

1
,
2
1
8
,
0
0
0

回
収
率

（
D
/
C
)
%

調
定
額

（
C
)

収
入
済
額

（
D
)

不
納
欠
損
額

（
E
)

償
還
免
除
額

（
F
)

元
金

区
分

前
年
度
末
貸
付
残
高

（
A
)

本
年
度
貸
付
額

（
B
)

本
年
度
の
調
定
等
の
内
訳

本
年
度
末

収
入
未
済
額

（
C
-
D
-
E
-
F
)

本
年
度
末
償
還

期
未
到
来
分

（
A
+
B
-
C
(
現
年
度
分
)
)

就
学
支
度
資
金

　
高
校

　
短
大
・
専
修
（
専
門
）

　
大
学

結
婚
資
金

合
　
　
計

修
業
資
金

就
職
支
度
資
金

医
療
介
護
資
金

生
活
資
金

住
宅
資
金

転
宅
資
金

修
学
資
金

　
高
校

　
短
大
・
専
修
（
専
門
）

　
大
学

　
専
修
（
一
般
）

技
能
習
得
資
金

（
Ｃ
＋
Ｄ
）

事
業
開
始
資
金

事
業
継
続
資
金区
分

貸
　
　
付
　
　
状
　
　
況

新
　
　
規
　
　
分

継
　
続
　
分

当
年
度
貸
付

貸
付
実
行

合
　
　
計

貸
　
付

不
承
認

人
　
数

貸
付
申
込

貸
付
決
定

当
年
度
貸
付

（
Ａ
）

（
Ｂ
）

（
Ｃ
）

（
Ｄ
）

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0
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(
4
)
 
寡
婦
福
祉
資
金
に
関
す
る
貸
付
・
償
還
等
の
状
況

（
単
位
：
円
）

（
平
成
２
９
年
３
月
３
１
日
現
在
）

人
数

金
額

人
数

金
額

人
数

金
額

人
数

金
額

人
数

金
額

A
-
B

1
6
3
6
,
0
0
0

1
6
3
6
,
0
0
0

1
6
3
6
,
0
0
0

1
6
3
6
,
0
0
0

1
6
3
6
,
0
0
0

1
6
3
6
,
0
0
0

過
年
度
分

3
5
4
,
2
0
0

3
1
.
1
2

現
年
度
分

2
9
8
,
3
7
0

7
6
.
3
5

小
　
計

6
5
2
,
5
7
0

9
,
1
6
2
,
9
9
5

6
3
.
2
5

過
年
度
分

－

現
年
度
分

1
0
0
.
0
0

小
　
計

1
0
0
.
0
0

6
5
2
,
5
7
0

9
,
1
6
2
,
9
9
5

6
3
.
3
3

6
3
6
,
0
0
0

3
,
4
5
2

3
,
4
5
2

1
,
1
2
6
,
8
0
2

5
1
4
,
2
0
0

9
,
7
8
8
,
7
1
5

6
3
6
,
0
0
0

1
,
7
7
9
,
3
7
2

1
6
0
,
0
0
0

9
6
3
,
3
5
0

1
,
1
2
3
,
3
5
0

3
,
4
5
2

本
年
度
末

収
入
未
済
額

（
C
-
D
-
E
-
F
)

本
年
度
末
償
還

期
未
到
来
分

（
A
+
B
-
C
(
現
年
度
分
)
)

回
収
率

（
D
/
C
)
%

元
金

1
,
2
6
1
,
7
2
0

1
,
7
7
5
,
9
2
0

償
還
免
除
額

（
F
)

本
年
度
の
調
定
等
の
内
訳

3
,
4
5
2

収
入
済
額

（
D
)

不
納
欠
損
額

（
E
)

結
婚
資
金

合
　
　
計

合
　
　
計

そ
　
の
　
他

利
子

9
,
7
8
8
,
7
1
5

住
宅
資
金

転
宅
資
金

就
学
支
度
資
金

　
高
校

　
大
学

　
短
大
・
専
修
（
専
門
）

（
Ａ
）

（
Ｂ
）

（
Ｃ
）

前
年
度
末
償
還
期
未

到
来
分
（
A
)

本
年
度
貸
付
額

（
B
)

技
能
習
得
資
金

修
業
資
金

就
職
支
度
資
金

医
療
介
護
資
金

生
活
資
金

区
分

事
業
開
始
資
金 区
分

調
定
額

（
C
)

事
業
継
続
資
金

修
学
資
金

　
高
校

　
短
大
・
専
修
（
専
門
）

　
大
学

　
専
修
（
一
般
）

（
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付
　
　
状
　
　
況

新
　
　
規
　
　
分

貸
付
申
込

貸
付
決
定

当
年
度
貸
付

継
　
続
　
分

当
年
度
貸
付

貸
付
実
行

合
　
　
計

貸
　
付

不
承
認

人
　
数

（
Ｃ
＋
Ｄ
）

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

0
0

-39-



 

 

２
９

 
 
生

活
保

護
業

務
 

(
1
)
 保

護
申

請
等

の
状

況
  

  
  

   
  

  
  

  
  

  
  

 （
単

位
：

件
、

人
）

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

  
  

区
 

分
 

 

月
平

均
 

町
村

 
ケ

ー
ス

数
 

前
年

度
 

繰
越

件
数

 

申
 

請
 

等
 

の
 

処
 

理
 

年
度

末
 

未
処

理
 

件
数

 

                

 申
  
請

  
 受

  
理

  
 却

 
下

 
 取

下
げ

 
 

 
開

 
 

 始
 

 
 

 
廃

  
 

止
 

 世
帯

数
  

人
 

員
 

 世
帯

数
 

 人
 

員
 

 Ｈ
24
年
度
 

３
２
 

 
 
１
 

１
２
 

 
 
１
 

１
１
 

１
３
 

８
 

 
 
９
 

 
 
１
 

Ｈ
25
年
度
 

３
６
 

 
 
１
 

 
９
 

 
 
２
 

 
７
 

１
２
 

８
 

 
 
８
 

 
 
１
 

Ｈ
26
年
度
 

３
４
 

 
 
１
 

８
 

 
 
１
 

 
６
 

９
 

５
 

 
 
６
 

 
 
１
 

Ｈ
27
年
度
 

３
５
 

１
 

８
 

 
 
２
 

 
７
 

９
 

５
 

 
 
７
 

 
 
０
 

Ｈ
28
年
度
 

３
３
 

０
 

２
 

 
 
０
 

 
２
 

３
 

９
 

 
１
１
 

 
 
０
 

 
 

・
当
事

務
所

現
業

員
  
（

 １
  

）
人

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
(
2
)
 保

護
の

状
況

 
 

 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
 

（
単

位
：

円
、

人
）

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

 
  

区
 

分
 
被

保
護

世
帯

数
 被

保
護

 
人

員
 

保
護

率
 

  保
  

護
  
費

 
扶

 
 

 
 

 
助

 
 

 
 

 
の

 
 

 
 

 
内

 
 

 
 

 
訳

 
生

 活
 扶

 助
 

住
 宅

 扶
 助

 
教

 育
 扶

 助
 

医
 療

 扶
 助

 
介

 護
 扶

 助
 

そ
 

の
 

他
 

金
 

額
 

人
 員

 
金

 
額

 
人

 員
 

金
 

額
 

人
員

 
金

 
額

 
人

 員
 

金
 

額
 

人
員

 
金

 
額

 
人

 員
 

Ｈ
24
年
度
 

32
 

41
 

5.
9 

29
,4
40
,4
12
 

13
,8
63
,6
07
 

42
4 

6,
77
8,
72
9 

36
2 

12
1,
14
4 

12
 

38
1,
27
0 

42
4 

71
,7
00
 

86
 
施
  

7,
83
2,
19
9 

他
  
 
 3
91
,7
63
 

  
48
 

Ｈ
25
年
度
 

36
 

48
 

7.
0 

31
,4
43
,7
69
 

15
,1
20
,2
16
 

50
0 

7,
81
0,
62
4 

38
8 

28
8,
39
9 

24
 

39
0,
69
9 

53
1 

11
0,
32
0 

11
5 

施
  

7,
56
8,
91
1 

他
  
 
 1
54
,6
00
 

  
47
 

Ｈ
26
年
度
 

34
 

50
 

7.
4 

32
,4
84
,8
37
 

17
,4
07
,8
38
 

54
9 

7,
19
4,
79
0 

38
5 

52
1,
34
2 

30
 

40
0,
96
2 

53
2 

14
,5
80
 

14
0 

施
  

6,
27
9,
00
0 

他
  
 
 6
66
,3
25
 

  
36
 

Ｈ
27
年
度
 

 
  
35
 

51
 

7.
6 

32
,3
10
,0
77
 

17
,4
51
,0
11
 

49
7 

6,
88
4,
46
3 

40
6 

57
3,
58
2 

34
 

47
6,
67
0 

55
9 

14
0,
24
0 

11
6 

施
  

6,
60
3,
82
8 

他
  
 
 1
80
,2
83
 

  
36
 

Ｈ
28
年
度
 

 
  
33
 

46
 

7.
0 

28
,6
14
,4
63
 

14
,7
43
,6
49
 

46
6 

6,
06
0,
54
1 

34
2 

29
5,
34
7 

15
 

29
5,
91
8 

51
0 

0 
82
 
施
  

6,
86
5,
00
8 

他
  
 
 3
54
,0
00
 

  
36
 

  
 
注
 

 
(
1
) 
「
被

保
護

世
帯
数

」
、

「
被

保
護

人
員

」
及

び
「

保
護

率
」

は
、
当

年
度
４

月
１

日
か

ら
監

査
調
書

作
成
基

準
日

ま
で

の
１

ヶ
月

の
平

均
値

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
な

お
、

扶
助

の
内

訳
の

人
員

は
、

延
べ

人
数

。
 

 
 

 
 

 (
2
)

 「
保

護
率

」
は

、
当

該
年

度
の

1
0
月

１
日

現
在

の
管

内
推

計
人

口
に
対

す
る

千
分

比
を

記
載
す

る
こ
と

。
 

  
  

  
 

 (
3
)

 「
そ

の
他

」
の

欄
は

、
出

産
、

生
業

、
葬

祭
扶

助
及

び
施

設
事

務
費

を
記

載
す

る
こ

と

-40-



 

 

 

３０ 社会福祉施設に対する指導監査の状況  
      ＊ 対象施設の選定方針 
       「鳥取県老人福祉施設指導監査実施要綱」に基づき、下表のとおり対象施設を選定した。 

区  分 対象施設 
特別養護 
老人ホーム 

書面監査 
 

実地監査の対象施設「その他実地監査の必要が認められた施設」に該当かつ

同一敷地内の軽費老人ホームの実地監査を実施する施設 
養護  
老人ホーム 

書面監査 前年度実地監査を実施した施設 

軽費 
老人ホーム 

 

実地監査 
 

①前年度監査において、不備等問題の多かった施設 
②その他、実地監査の必要が認められた施設 

書面監査 上記実地監査以外の施設 

 
      ＊ 指導監査実施体制 
     「鳥取県老人福祉施設指導監査実施要綱」に基づき、当局の職員２名以上により実施した。また、社会福祉 

法人に対する指導強化の観点から福祉監査指導課の法人指導監査員の同行もあり、主に会計面の指導をした。 
 
      ＊ 当年度重点指導監査事項 
     ①入所者処遇の充実（処遇計画・記録、食事提供、衛生管理、健康管理の状況） 
     ②施設の運営管理体制の確立（人員配置、会計管理の状況） 
     ③災害時の警戒避難体制の整備状況 
  
                                                            （単位：施設、件） (平成２９年３月３１日現在) 

 区 分  
 

 指 導 
 施設数 

  改善指導事項       主 な 改 善 指 導 事 項 の 概 要 
    施設数  件  数 

老 人 福 祉 
施   設 
 

１２ 
（特養１） 
（養護２）

（軽費９） 

 

１０ 
（特養１） 
（養護１） 
（軽費８） 
 
 

 １９ 
（特養１) 
（養護１) 
（軽費 17) 
 
 

・予算と決算との乖離があり、軽微な範囲とは判断できないので、必要な収入及

び支出については、補正予算を編成すること。（３件） 
・契約書と重要事項説明書はそれぞれ袋とじ等により作成すること。（３件） 
                             

  注 社会福祉施設には、総合事務所長権限に属するものも含むこと。 
 
３１ 特定給食施設に対する指導の状況  
      ＊ 対象施設の選定方針 

        （注） 指導対象施設を選定する上での方針（指針、基準、計画などの概要）を記載すること。 

      ＊ 指導監査実施体制 

 

      ＊ 当年度重点指導監査事項 

                                                         （単位：施設、件） (平成２９年３月３１日現在) 
  

区 分  
 

 指導 

 施設

数 

  改善指導事項      主 な 改 善 指 導 事 項 の 概 要                               

 施設数  件 数 

 

 特定給食施設 

 
 

７ 

 

 

 

１ 

 

 

 

２ 

 

 

 

 食品庫（汚染区）専用の履き物を設置すること。（病院） 

 食品の温度記録の徹底を行うこと。（病院） 

 

 その他 
給食施設 

 

６ 

 

 

１ 

 

 

１ 

 

 

 食物アレルギー対象の食材を除去した場合は、除去した後の栄養量

（代替材料を含む）を計算し、栄養基準に達しているか確認するこ

と。（児童福祉施設） 

 

 
  注 社会福祉施設には、総合事務所長権限に属するものも含むこと。 
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３２ 食品表示に関する指導の状況 
                                                       （単位：施設、件） (平成２９年３月３１日現在) 

  
区   分  

 

相談受付 
食品数 

指導・助言 
件数 主 な 指 導 ・ 助  言  の 概 要 

食品表示法 

（栄養成分表示、 

機能性表示食品） 

１３２ 

 

 

１３２  食品表示基準に基づく栄養成分表示を行うこと。 

 健康増進法 
（特別用途食品、 

誇大表示等） 

９ 

 

 

９  保健の保持増進の効果の記載あり。実際に効果が得られない

場合問題となる。 

 特定の保健の用途に適する旨を容器包装及び添付文書に表示

する場合は、消費者庁長官の許可が必要。 

   

 
３３ 健康に関する事業の実施状況 
    注 （1） 共通様式の「主な事業に関する調べ」に記載した事業については、その旨を表示し、記載は極力 
      省略すること。 
        (2) 事業概要、成果、今後の課題等について記載すること。 
           （表を作成する場合は、概要を効果的に説明できるものとすること。） 
 
 
(1) 健康づくり文化創造事業 

生涯を通じた健康づくりの指標である「健康づくり文化創造プラン」の推進を図り、生活習慣病を 
予防するため、各種事業を実施した。 

   

     ○キャンペーン事業 

＜事業の概要＞ 

      地域住民に対する普及啓発事業の一環として、関係機関と実行委員会形式で下記のキャンペーン事業を 

実施した。 

      ＜実施状況＞ 

事業名 内 容 

世界禁煙デー関連イベント 

【世界禁煙デーinパータン】 

日 時：平成２８年５月２９日（日） 午後１時から３時 

会 場：倉吉ショッピングセンターパープルタウン パータン広場 

出席者：世界禁煙デーｉｎパータン実行委員会 ３７名（事務局：福祉保健局） 

    来場者 約３００人 

内 容：禁煙支援  呼気中一酸化炭素濃度測定、簡易肺年齢測定、 

                   禁煙相談及び指導、禁煙補助剤配布 

     普及啓発  禁煙クイズ、パネル展示、禁煙標語コンクール、 

          禁煙宣言、禁煙紙芝居  等 

＜課 題＞ 

    ・平成２８年度から実行委員会形式で運営した。今後も関係団体と連携し、キャンペーンの充実を図る。 

 
○糖尿病予防対策連携強化事業 

   ≪事業の概要≫ 
   県民が安心してかかりつけ医療機関で糖尿病の初期治療が受けられる体制を構築することを目的として「鳥取 

県・糖尿病医療連携登録医制度」が平成 24 年度から運用開始された。糖尿病の重症化を予防するためには、適切 
な初期治療につなげることが重要であることから、市町、医療機関との連携を図るための協議の場を設けた。 

    
≪実績≫ 

会議名 開催日・場所 概要 
平成２８年度糖尿病予防対

策担当者会 
平成２８年６月２９日 
中部総合事務所 
２号館２階保健指導室 

各市町の糖尿病対策の取り組み状況及び課

題について意見交換を実施 

平成２８年の病院・行政栄養

士連絡会 
平成２９年２月２０日 
中部総合事務所 
２号館２階保健指導室 

各機関の糖尿病対策、重症化予防のために

連携できることについて情報・意見交換を

実施 
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   ≪課題≫ 

今回で顔の見える関係ができ、個別対応については相談しやすくなったが重症化予防全体としては栄養士だけ 
ではなく、他職種との連携が必要である。このため、病院・行政連絡会は内容に応じて看護師や糖尿病療養指導 
士に参加していただくなどメンバーを拡大しながら継続していき、連携して取り組める課題について協議したり 
研修会を開催したりしていく。 

 
  ○健康づくり応援施設（団）支援事業 

＜事業の概要＞ 

 運動・食事・禁煙について、県民の健康づくりを応援する施設又は店舗・団体を「健康づくり応援施設（団）」

として認定し、その取組の情報発信を通して県民の関心を喚起することにより、県民が地域において健康 

づくりに取り組みやすい環境づくりを行った。 

      ＜新規認定状況：件数＞ 

  

 

 

区 分 禁煙 食事 運動 合計 

応援施設 

応援団 

３６ 

０ 

０ 

０ 

１ 

０ 

３７ 

０ 

＜課 題＞ 

禁煙区分において、公共性の高い公民館・集会所、社会福祉施設、医療機関（一般診療所、歯科診療所） 

の認定について重点的に取り組む必要がある。 
 
(2) 女性の健康づくり支援事業 

＜事業の概要＞ 

生涯を通じて女性の健康の保持を図ることを目的として、思春期から更年期までの女性を対象に保健師等に 

    よる相談事業を実施している。 

    ＜実 績＞ 

        一般相談（電話・面接） 

    相談内容  相談件数 

   思 春 期        ０ 

   不  妊 ２０８ 

   更 年 期        ０ 

   そ の 他        ４ 

   合  計 ２１２ 

       
  (3) 母子保健事業 

＜実績なし＞ 
 
  (4) 思春期保健事業 

＜実績なし＞ 
 
  (5) 不妊治療費助成金交付事業 
                              （単位：件） 

区     分 申請件数 交付決定件数 
特定不妊治療費助成金 ２０８ ２０８ 

人工授精助成金 ３０ ３０ 
計 ２３８ ２３８ 

 
 (6) 食育推進普及事業 

＜実績なし＞ 
 
 (7) 歯科保健事業 

  ①歯と口腔の健康づくり推進事業 

   ○デンタルプロフェッショナル派遣事業 

        生涯における歯と口腔の健康づくりを推進するため、モデル小学校において学校歯科医と連携して課題の 

   分析や歯科保健指導等を行った。 
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  ＜実施状況＞ 

モデル校名 内容 成果 
倉吉市立明倫小学校 
 （児童数 134 名） 
 
【モデル期間】 
平成２７～２９年度 

 

・全校生徒への歯磨き・生活習慣アンケー 
ト（事前・事後）を実施。 

・１、３、６年生対象に学校歯科医による 
歯科保健指導。 

・全校集会で学校歯科医師によるミニ講話 
やクイズを実施。 

・むし歯ハイリスク児童を対象に、昼休憩 
を利用して個別ブラッシング指導。 

・長期休業を活用して、各家庭でミッショ 
ン・ブラッシングを実施（歯磨きカレン 
ダーに加える、歯垢染出、デンタルフロ 
スの実施） 

【成果】 
・学校歯科医と児童が、歯科健診だけの 
 関係でなく顔見知りの関係となり、歯 

の健康を身近なものとして考える環 
境になってきた。 

・ハイリスク児童への指導も、短い昼休 
憩時間 に各学級担任の協力もあり、 
全校あげての取組みになってきている。 

 
＜課題＞ 

・児童や家庭にも歯科保健の必要性について、認識が深まってきているが、歯科健診後の受診率が４３％で 
 あったり、習慣化ができていない面もあり、更に家庭との連携が必要である。 
・モデル校以外の小学校での実態が把握できていないため情報収集を行う必要がある。 

 ○職域・地域における歯周疾患健診促進パイロット事業 

  成人期の歯周病罹患率を減少させ一次予防を促進するため、事業所や地域に日本歯科医師会の「生活歯援プロ 

グラム」を導入し、歯周病スクリーニング唾液検査や歯科保健指導を行い、成人期の歯科保健対策の強化を図った。 

＜実施状況＞  
地域・事業所名 内 容 

○地域 
・琴浦町：食生活改善推進員養成講座１２名 
・北栄町：食生活改善推進員養成講座１３名 

○事業所 
・運行事業者（自動車事故対策機構主催運行管 

理者等一般講習にて実施）１７０名 

・歯科保健指導（集団）の実施 
 生活習慣を改善するため歯科保健指導、受診勧奨を行った。 
 生活歯援プログラムを活用し評価結果を配布した。 
・歯周病だ液検査または咀嚼力チェック（専用ガム）を実施 
 した。 

 

  ②８０２０運動推進事業 

  （ア） 中部地域歯科保健推進協議会開催状況（１回／年） 

関係団体が緊密な連携を図り、生涯を通じた住民の歯科保健を推進する。 

＜実施状況＞ 
内  容 

日 時 平成２９年２月２７日（木） 午後１時３０分から３時 
場 所 中部総合事務所１号館Ｂ棟１階入札室 

内 容 

◇報告事項 
鳥取県健康づくり文化創造プラン（歯・口腔の健康）に基づく中部圏域の進捗状況について 

・幼児歯科健康診査結果について 
・平成２８年度歯科保健事業実施状況について 

◇協議事項 
成人期の歯科保健対策について 
平成２９年度地域歯科保健推進の基盤となる人材育成のための研修会の開催について 

   ＜課題＞  

・成人期（職域）の課題について、具体的な検討を行うためには構成団体の検討が必要である。 

（イ） 中部地域歯科保健関係者研修会（１回／年）  

    高齢期の口腔機能向上に係る研修を行った。 

＜実施状況＞  

日時・場所・参加者数 内 容 
・平成２９年２月２３日（木） 

午後１時３０分から４時３０分まで 
・中部総合事務所１号館Ａ棟２階講堂 
・参加者３０名 

◇講 演 
「要介護高齢者の摂食・嚥下について〜摂食・嚥下の基本と 

口腔リハビリ〜」 
 講 師 鳥取県中部歯科医師会 中部地域歯科医療連携室 

室長 國竹洋輔 氏 
◇口腔ケア実習 （相互実習） 及び地域歯科医療連携室について 

「実践！高齢者の口腔ケア」 
主講師 鳥取県中部地域歯科医療連携室 歯科衛生士 岡いずみ氏 
補助講師 鳥取県中部歯科医師会 歯科衛生士 松岡いづみ氏 

鳥取県中部歯科衛生士会 歯科衛生士 穐近京美氏 
鳥取県中部歯科衛生士会 歯科衛生士 毎田さゆり氏 

◇グループワーク テーマ：「日々の口腔ケアにどう活かす？」 
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＜課題＞  

・昨年度に続き高齢期の口腔機能向上及び口腔ケアをテーマに開催し、現場ですぐに実践できるよう口腔ケア 

実習等で知識を深めていただくことができたが、今後人材育成のため関係機関の役割を検討していく必要が 

ある。 

 

 

（ウ） 中部地域市町歯科保健担当者会（１回／年）  

地域歯科保健対策を効率よく進めるため、課題の検討や情報交換を行った。 

＜実施状況＞  

日 時  平成２８年８月２６日（金） 午前９時３０分から１１時３０分時まで 
会 場  中部総合事務所２号館２階保健指導室 
出席者  市町村５名、鳥取県歯科医師会２名 

内 容 

 検討内容 

・中部圏域の乳幼児期のフッ化物を応用した事業について 

・フッ化物洗口事業の継続について 

・フッ化物洗口未実施園の開拓方法について 

 

   （エ）中部圏域におけるよい歯のコンクール 

   中部地区市町から推薦のあったよい歯の親子を審査・表彰し、８０２０運動の普及啓発を図った。 

  ＜実施状況＞ 
日 時 平成２８年６月３日（金）午後１時３０分から３時まで 
場 所 中部総合事務所２号館２階保健指導室（倉吉市東巌城町２） 
対象者 平成２７年度３歳児歯科健診受診者８１３人 
管内市町推薦組数 ４組（倉吉市１組、湯梨浜町２組、琴浦町１組） 
コンクール参加組数 ３組（ 母と子の組：１組 父と子の組：２組 ） 
最優秀組 該当者なし（県審査への推薦なし） 

 

 
 (8) がん対策推進事業 
 〈事業の概要〉 
   中部地区のがん死亡率低下を目指し、地域の特性に応じたがん対策の取組を中部の関係機関が一丸となって 

推進する。 
 
① 中部地区がん検診受診率向上推進事業 
 「主な事業に関する調べ」に記載。 

 
② 出張がん予防教室 

    各世代に応じた、がんに対する正しい知識を身につけるために、がん予防教室を実施する学校や企業 

に対し講師派遣や教材の提供を行う。    

       ＜実施状況＞  

         学校関係：６回 企業関係：５回 

      
③ がん検診推進パートナー企業認定 

      従業員をがんから守るために、がん対策に取り組む企業をパートナー企業として認定し、企業と連携 

したがん検診受診率向上に取り組む。 

 

 

＜認定状況＞ 

 

 
目 標 

 

認 定 

 

達 成 率 

 

企業数等 

 

 

４５社 

 

 

２６社 

 

 

５８％ 

 

 

④鳥取県がん先進医療費利子補給金禁煙治療費助成事業 

 がん治療を受ける患者の経済的負担を軽減し、より多くの県民ががんの先進医療を受けることができる

よう、金融機関からがんの先進医療に係る費用の融資を受けた者に対し、利子補給金を交付する。 
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＜実施状況＞ 

  助成件数：２件 （今年度新規申請はなし） 

 

⑤鳥取県禁煙治療費助成事業 

     禁煙を積極的に支援するため、禁煙治療の保険適用対象外の方（ブリンクマン指数 200 未満の方）に対し、

保険適用相当額（7 割）を助成する。 

         ＜実施状況＞ 

           申請件数：０件   

 

（９）がん患者社会参加応援事業 

     がん治療による外見変貌によるがん患者の心理的負担を軽減すると共に社会参加を促進し療養生活の質

の向上を図ることを目的とし、補整具の購入の一部を助成する。 

   ウィッグ・補整下着購入費用補助制度（単位：件）（平成２９年３月３１日現在） 

区分 申請件数 交付決定件数 

ウィッグ ２４ ２４ 

補整下着 ４ ４ 

計 ２８ ２８ 

 
  (10) 医療相談等対応状況                                    （単位：件）       （平成２９ 年３月３１日現在） 
 相談件数 相談内容（重複あり）  

治療 薬剤 接遇 料金 事故 その他 
           ２０      １１      １       １      １    ０    ６ 

 
 
３４ 医療施設等の検査等の状況 
  (1) 医療関係施設の立入検査の状況 
       ＊ 対象施設の選定方針 

病  院：原則１回／１年。ただし、前年度文書指摘事項のない病院は省略可とする。 
診療所：無床１回／５年、有床１回／２～３年。自己点検表を検査対象医療機関に配布、回収し、記載内容等 

を基に立入検査を実施する。 
       ＊ 検査実施体制 
         病  院：保健所長（福祉保健局副局長）、その他７名程度の職員が部門ごと（診療、管理、薬剤、給食、放射線、
         看護、廃棄物）に検査する。 

診療所：医薬担当を中心とし、必要に応じ専門職員の応援のもと検査する。 
      ＊ 当年度重点検査事項 

病  院：院内感染対策 
診療所：安全管理体制の確保、院内感染対策 

 
                                                       （単位：施設、件）（平成２９年３月３１日現在） 
  

 区  分 

 対 
 象 
 施 
 設 
 数 

 検 
 査 
 施 
 設 
 数 

不備事項 
件 数 等 

     不  備  事  項  等  の  概  要  
  処分等件数 

   主 な 不 備 事 項 等 の 概 要  施 
 設 
 数 

 件 
 数 

 処 
 分 

 告 
 発 

 指 
 導 

 病   院  10  9  3  14  0  0  4 （病院） 
 ・開設事項変更許可申請の遅延  （２件） 
（診療所） 
・劇物の貯蔵場所の未表示及び保管・管理の不備（８件） 
・廃棄物保管庫である旨のの未掲示（６件） 
・放射線障害の発生するおそれのある場所の測定の未実施 
（７件） 

 一般診療所  83  20  18  82  0  0  41 
 歯科診療所  45  9  8  39  0  0  17 
 衛生検査所  0  0  0  0  0  0  0 
 そ の 他  66  5  0  0  0  0  0 
   合 計 204 43 29 135 0 0 62 

注 （１）検査施設数は、延べ施設数を記載すること。 
         （２）その他には、助産所、施術所、歯科技工所を記載すること。 
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 (2) 薬事監視の状況 
      ＊ 対象施設の選定方針 
      平成２８年度も薬事関係等事業計画に基づき監視業務を実施した。 
     監視目標率は、薬局、卸売業者、店舗販売業者は５割、高度管理医療機器等販売業者は１割、 

毒物劇物一般販売業及び農業用品目販売業は３割、業務上取扱者は年間５施設を目途に立入検査を行うこ 
ととなっている。 

       ＊ 検査実施体制 
          毒物劇物については年に１回、各総合事務所福祉保健局・東部福祉保健事務所、生活環境局、県庁くらし 
     の安心推進課・医療指導課と合同で監視を行った。 
      ＊ 当年度重点検査事項 

平成２８年度は、高度管理医療機器等販売業・貸与業者について重点的に監視を行った。 
     
                                                          （単位：施設、件）          （平成２９年３月３１日現在） 
  

   区  分 

 対 
 象 
 施 
 設 
 数 

 検 
 査 
 施 
 設 
 数 

違反等の 
件 数 等 

    違  反  事  項  等  の  概  要  
処分等件数 

    主 な 不 備 事 項 等 の 概 要  施 
 設 
 数 

 件 
 数 

 処 
 分 

 告 
 発 

 始 
 末 
 書 

 そ 
 の 
 他 

 
 医 
 
 薬 
 
 品 

 薬    局 ５６ ４９        ・該当なし 
製造業  専  業         

 薬   局   ６   ６       
製 造 
販売業 

 専  業         
 薬  局   ６  ６       

一 般 販 売 業        
卸 売 販 売 業１１ １４       

店 舗 販 売 業２８ １４       
薬 種 商 販 売 業  １   ０       
特 例 販 売 業  １   １       
配 置 販 売 業  １   １       
配 置 従 事 者        
業務上取扱施設 ４７       

医薬 
部外 
品 

製 造 業        
製 造 販 売 業        
販 売 業        
業務上取扱施設 ３５       

化 
粧 
品 

製 造 業        
製 造 販 売 業        
販 売 業 １９       
業務上取扱施設        

医療 
機器 

製   造   業  ３   １       
製 造 販 売 業  １   １       
高度医療機器販売等３９ ２６       
管理医療機器販売等254 ５９       
修 理 業  １  ０       
業務上取扱施設 ３４       

毒物 
 
劇物 

製     造     業         
一 般 販 売 業６０ ４４       
農業用品目販売業 ２５ １０       
特定品目販売業        
業 務 上 取 扱 者 １８       

   合   計 493  385       
    注１ 検査施設数は、延べ施設数を記載すること。 
   ２ 違反等の件数等欄の件数と処分等件数の合計は一致すること。 
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３５ 感染症等に関する業務の状況 
  (1) 結核予防の状況 
    ア 結核登録者の状況                            （単位：人）            （平成２９年３月３１日現在） 
 区分 本 年 度 中 登 録 本   年  度  中  登  録  除   外 年度末 

登録数 
 

新 規 再登録 転 入 計 観察 
不要 

死 亡 転 症 転 出 その他 計 

Ｈ２４年度 １５ 
（１） 

 １ 
（０） 

 ０ 
（０） 

１６ 
（１） 

１３ 
（１） 

 ３ 
（０） 

 １ 
（０） 

 ２ 
（０） 

 １ 
（１） 

２０ 
（２） 

３１ 
（４） 

Ｈ２５年度 １３ 
（０） 

 ０ 
（０） 

 １ 
（１） 

１４ 
（１） 

１１ 
（１） 

 ４ 
（０） 

 ０ 
（０） 

 ２ 
（１） 

０ 
（０） 

１７ 
（２） 

２８ 
（３） 

Ｈ２６年度 １８ 
（６） 

 ０ 
（０） 

 ２ 
（１） 

２０ 
（７） 

 ９ 
（２） 

 ２ 
（０） 

 １ 
（０） 

 ２ 
（０） 

０ 
（０） 

１４ 
（２） 

３４ 
（８） 

Ｈ２７年度 ２２ 
（２） 

 ０ 
（０） 

 １ 
（１） 

２３ 
（３） 

 ６ 
（０） 

 ８ 
（０） 

 ０ 
（０） 

 ３ 
（２） 

 ０ 
（０） 

１７ 
（２） 

４０ 
（９） 

Ｈ２８年度 １９ 
（４） 

 ０ 
（０） 

 ０ 
（０） 

１９ 
（４） 

１５ 
（４） 

 ６ 
（０） 

 １ 
（１） 

 ３ 
（２） 

 ３ 
（２） 

２８ 
（９） 

３１ 
（４） 

    注 （ ）内には、ＬＴＢＩ（「潜在性結核感染症」と診断され結核医療の対象とされた者）を再掲する。 
 
    イ 結核患者接触者健康診断、結核登録者精密検査実施状況（単位：人） 

（平成２９年３月３１日現在） 
 

区 分 実 施 
機関名 

受診 
人員 

ﾂﾍﾞﾙｸﾘﾝ 
反応 

胸部ｴｯｸｽ 
線撮影 

者数 

結核菌検査者数 ＩＧＲＡ 
検査者数 

被発見者数  

とまつ 培 養 結核 
(確定例) 

潜在性結 
核感染 

症 

接触者 
健  診 

保健所         
委  託  ５９   ２  ２０   ２   ２  ３５   １   １ 
その他   ２    ２      
計  ６１   ２  ２２   ２   ２  ３５   １   １ 

     ・実対象人数：４２人 実受診者数：４２人 ・受診率：１００％ 
 結 核 
登録者 
精 密 

 検 査 

保健所         
委 託  ４７  ４５  ２  ２    
その他   ４   ４      

  計  ５１  ４９  ２  ２    
       ・実対象人数：３６人 実受診者数：３３人 ・受診率：９１．７％ 

 

計 

保健所         
委 託 １０６   ２  ６５   ４   ４  ３５   １   １ 
その他   ６    ６      
計 １１２   ２  ７１   ４   ４  ３５   １   １ 

     ・実対象人数：７８人 実受診者数：７５人 ・受診率：９６．２％ 
 
 
 (2) 感染症の発生等の状況（結核を除く）                         （単位：件、人） 

（平成２９年３月３１日現在） 
 

     区     分 
  発 生 状 況 疫 学 調 査 件 数  集団 

 発生 
 件数 

 備考 
 

 件数 患者数  死亡 
 者数 

 調査 
 件数 

 調査 
 人数 

 検査 
 件数 

発 見 
患者数 

３類 腸管出血性大腸菌感染症   １０   １３     ０     ９   ７１   ８９     ４ ( － )  
４類 デング熱    １     ０     ０     １     １     １     ０ ( － )  ＊陰性 
４類 レジオネラ症     １     １     ０     １     １     １     ０ ( － )  
５類 侵襲性肺炎球菌感染症     ２     ２     ０     ０     ０     ０     ０ ( － )  
５類 梅毒     １     １     ０     ０     ０     ０     ０ ( － )  
５類 アメーバ赤痢     ２     ２     ０     ０     ０     ０     ０ ( － )  
        計   １７   １９     ０   １１   ７３   ９１     ４ ( － )  

  注 (1) 集団発生件数は、内数である。                             ＊確認検査にて陰性と判明した。 
   (2) 定点報告分は、備考欄にそのことを記載すること。 
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 (3) エイズ及び性感染症の相談・検査の状況                 （単位：人）（平成２９年３月３１日現在） 
  区   分 エ  イ  ズ   梅    毒  クラミジア感染症      合   計  

 男性  女性   計  男性  女性   計  男性  女性   計  男性  女性   計 
相 談  電 話   ９   ０   ９   ９   ０   ９  １０   ０  １０  ２８   ０  ２８ 

 来 所   ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０ 
(迅速検査再掲) 
  検  査 

(３８) 
 ４６ 

(１３) 
 ２２ 

(５１) 
 ６８  ３２  １８  ５０  ３２  １８  ５０ １１０  ５８ １６８ 

 
 (4) 肝炎の相談・検査・治療費助成の状況                  （単位：人）    （平成２９年３月３１日現在） 
 相談件数     検査件数 

 医療機関分再掲） 
肝炎治療特別推進事業  

 肝炎治療受給者証交付申請件数 
         （新規件数再掲） 

  肝炎ｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾝ・ｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾝﾌﾘｰ・ 
  核酸ｱﾅﾛｸﾞ製剤治療費申請件数  １０４ ４７ 

（１２）        ３０７（ ９８ ）                   ０ 
 
  (5) 感染制御地域支援ネットワーク事業実施状況                （単位：件）       （平成２９年３月３１日現在） 
 感染制御相談 会 議 研修会  

件数 
相談区分（重複あり） 回数：1回（H28,12,1） 

内容：３５名参加 
●伝達・情報交換 
県事業報告・感染症 
発生時の対応フロー等 
●協議 
事業計画について 

回数：１回 (H29,2,7) 
内容：６０名参加 
●情報提供 
・新型インフルエンザ特 
措法 

 に基づく中部圏域の 
医療提 

 供体制について 
・中部圏域結核発生状況 
について 

●講演：「感染症の発生 
動向 

感染症 
 全般 

感染症 
 事例 

感染管 
理組織 

感染予 
防技術 

環境 
管理 

その他 

   １     １   １   

 
 
３６ 原爆被爆者健康手帳交付者及び手当受給者の状況 
                         （単位：人）      （平成２９年３月３１日現在）                                             
 

 区  分 
健康手帳 
 
交付者数 

手 当 受 給 者 数  
医療特別 
手  当 

特別手当 健康管理 
手  当 

保健手当 介護手当 

Ｈ２４年度 ５７  １  １ ５１  ２  ０ 
Ｈ２５年度 ５４  １  １ ４８  ２  ０ 
Ｈ２６年度 ４９  ０  ０ ４５  ２  ０ 
Ｈ２７年度 ４１  ０  ０ ３７  ２  ０ 
Ｈ２８年度 ３７  ０  ０ ３３  ２  ０ 

 
 
３７ 難病患者の状況 
（１） 受給者証所持者の状況   

（単位：人）（平成２９年３月３１日現在） 
 

 区 分 
指定難病 
受給者証 
所持者数 

鳥取県特定 
疾患訪問看 
護治療研究 
事業利用患 
者 ※ 

小児慢性 
特定疾患 
受給者証 
所持者数 

 

Ｈ24年度  ７６４    ２   ７７ 
Ｈ25年度  ８０７    ２   ７６ 
Ｈ26年度  ８２５    ４   ８０ 
Ｈ27年度  ８７４    ４   ８３ 
Ｈ28年度  ８６０    ５   ９０ 

  注 ※ 鳥取県特定疾患（在宅人工呼吸器使用患者）訪問看護治療研究事業の利用患者を記載（再掲）する。 
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 （２）難病事業の実施状況    （単位：人） （平成 ２９年３月３１日現在）    
  区   分 回数・内容 参加者数  

難病患者医療相談会 回数：２回 
第１回：全身性エリテマトーデス 
第２回：後縦靱帯骨化症 

第１回１０人 
第２回９人 

訪問指導 内容：要支援患者や家族が抱える日常生活及 
び療養生活上の悩み等について保健師等が訪 
問指導を行う。 

実８人 
延１５人 

難病連絡会 回数：４回（ALS等在宅療養支援者意見交換会） 
参加機関：医療機関、居宅介護支援事業所 
    訪問看護ステーション 
    訪問介護ステーション 
    市町・難病医療連絡協議会等 

１回目１５人 
２回目２５人 
３回目２１人 
４回目２０人 

 
 
  
３８ 健康教育                      （単位：人）（平成 ２９年 ３月３１日現在）  

 区 分 感染症 難病 母子 成人 
老人 

栄養 
健康増進 

歯科 医事 
薬事 

計 再掲 

回数 ２０ ３ １ ５ ７４ １４ ５ １２２ 
地区組織活動 健康危機管理 

３  

延べ人員 ８８２ ６０ ３０ ２７９ ６６１ ４３１ １５０ ２，４９３ １３５  

 
３９ 身体障害者更生相談所に係る定期相談等の実施状況 

                                    （単位：回数、人）   （平成２９年３月３１日 現在） 

 

 

 区 分 

 

 定 期 相 談 

 

   巡 回 相 談    
 計画回数  実施回数  相談者数  計画回数  実施回数  相談者数  

Ｈ24年度 66 67 376 0 7 7 

Ｈ25年度 65 73 351 0 11 11 

Ｈ26年度 66 67 339 0 14 14 

Ｈ27年度     66     67     333         0         14          14 

Ｈ28年度 51 46 262 0 3 3 

内訳 整形 24 24 95 0 3 3 

耳鼻科 12 10 33 0 0 0 

眼科 3 0 1 0 0 0 

内科 12 12 133 0 0 0 

 

４０ 身体障害者更生相談所に係る相談内容及び判定の状況 

                
                         （単位：件） （平成２９年３月３１日 現在） 

 実人員 相談内容（延） 判定内容（延） 

更生医

療 

補装具 身体障

害者手

帳 

職業 施設 生活 その他 計 医学的

判定 

心理学

的判定 

職能的

判定 

そ の 他

の判定 

計 

来所 223 133 129 1 0 0 １ 0 264 262 0 0 0 262 

巡回 3 0 3 0 0 0 0 1 4 0 0 0 0 0 

電話等 12 0 7 1 0 0 0 4 12      

合計 238 133 139 2 0 0 1 5 280 262 0 0 0  262 
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４１ 知的障害者更生相談所に係る障害程度別の相談状況  
                               
                 （単位：件）（平成２９年３月３１日 現在） 

 区 分 

 

 軽度 

 

 中度 

 

 重度 

 

最重度 

 

 発達 

 障害 

その

他 

 

 合計  

 

Ｈ24年度 84 19 18 11 0 0 132 

Ｈ25年度 59 23 20 10 0 0 112 

Ｈ26年度 75 13 11 16 0 11 126 

Ｈ27年度 64 36 13 13 2 2 130 

Ｈ28年度 68 26 8 11 0 9 122 

 

 

４２ 知的障害者更生相談所に係る相談内容及び判定の状況 

                          （単位：件）  （平成２９年３月３１日 現在） 

 実人員 相談内容（延） 判定内容（延） 

施設 職 親

委託 

職業 医 療

保健 

生活 教育 療 育

手帳 

そ の

他 

計 医学的

判定 

心理学

的判定 

職能的

判定 

そ の 他

の判定 

計 

来所 88 0 0 0 0 2 0 76 28 106 5 71 0 3 79 

巡回 11 0 0 0 0 0 0 11 2 13 0 11 0 0 11 

電話等 9 0 0 0 0 0 1 7 1 9      

合計 108 0 0 0 0 2 1 94 31 128 5 82 0 3 90 

  
 

○意見、要望等 

（１）業務に関する意見・要望等 

   特になし 

 

（２）監査委員事務局に対する要望等 

   特になし 
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